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第Ⅰ章 序 論 
Ⅰ-1. 研究背景 
Ⅰ-1-1. 健康寿命の較差と関連要因 
長寿社会を迎えた 21 世紀は、高齢者が自立して生活することにより生活の質
が保たれ、医療費や介護医療費などを削減するべく健康寿命を延伸することが重
要である。健康寿命とは、平均寿命から要介護状態を除いた期間であり、世界保
健機関(World Health Organization: WHO)が 2000 年に異国間の比較可能な健康
指標の1つとして報告した 1)。健康寿命には様々な定義や算定方法が存在するが、
わが国では、健康寿命を「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活で
きる期間」2)と、健康増進施策の健康日本 21（第二次）において定義している。
また、健康寿命の延伸と健康較差の縮小が、進行中の健康増進施策の大目標に掲
げられている 2)。 
健康寿命の算出に用いる評価指標として、国は「客観性」の強い「日常生活に
制限のない期間の平均」3) を主指標としている。算出方法は、国民生活基礎調査
の「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響がありますか」という質
問に対して「影響がない」と回答した割合を、生命表の性・年齢階級別の定常人
口に乗じ、生存数で除すことにより求めている 3)。また、国民生活基礎調査の「あ
なたの現在の健康状態はいかがですか」という「主観性」の強い指標（主観的健
康感）を副指標とすることにより、「相互に補完性のある健康寿命の評価が可能
となる」2),3)と国は報告している。すなわち健康寿命は、主観的健康感および客
観的健康指標（以下 2 種をまとめて示すときは「健康指標」と記述する）の双方
の指標を用いて評価されている。 
わが国の健康寿命は、世界の主要 187 ヶ国のうち男女ともに最上位 4)に位置し
ているが、要介護状態の期間も含まれる平均寿命との間には、乖離が認められる。
平成 25 年度の国の報告 5) によると、健康寿命は男性 71.19 歳、女性 74.21 歳、
平均寿命は、男性 80.21 歳、女性 86.61 歳であり、両指標の較差は男性 9.02 歳、
女性 12.40 歳であった。特に女性において、要介護状態にある人が多い傾向が認
められた。健康寿命と平均寿命との差を縮小するためには、高齢期のみならず、
生活習慣の確立する中年期からの支援対策も必要である。 
健康寿命および健康較差の評価指標として使用される「日常生活に制限のない
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期間の平均」3) を用いて、47 都道府県の地域較差を分布図に示した（図Ⅰ-1）。
男性の最も健康寿命の長い 3 県は、愛知県、静岡県、千葉県の順であり、女性で
は、静岡県、群馬県、愛知県であった。最も健康寿命が短い県は、男性は青森県、
高知県、長崎県、女性では滋賀県、広島県、大阪府の順であった 3)。47 都道府
県別の健康寿命の地域較差は、男性の最長の愛知県（71.74 歳）から最短の青森
県（68.95 歳）には 2.79 歳の差があり、女性の最長の静岡県（75.32 歳）から最
短の滋賀県（72.37 歳）には 2.95 歳の差が存在した 3)。 
健康較差が社会経済的要因を決定要因として発生することは、国際的 6)および
国内 7)においても報告がなされ、科学的エビデンスが蓄積されてきている。栗盛
ら 8)は、健康寿命の評価指標として介護保険統計を用いて算出した障害調整健康
余命（DALE）の延伸に、社会経済的要因の収入が関連していたと報告している。 
次に BMI 平均値の 47 都道府県較差 9)を見ると（図Ⅰ-2）、男性の最も BMI 平均
値の大きい長崎県（24.4kg/m2）と最も小さい三重県（22.8kg/m2）には、1.6kg/m2
の較差が認められた。女性の最大 BMI 平均値の沖縄県（23.9kg/m2）と最小 BMI
平均値の三重県（21.5kg/m2）には、2.4kg/m2の差が存在した 9)。男性の最も BMI
平均値の大きかった長崎県と青森県は、前述の健康寿命の最も短い 3 県に入って
いた。 
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Ⅰ-1-2. 健康の社会的決定要因 
WHO は、健康が遺伝的要因および生活習慣のみならず、個人や地域の社会経済
環境に存在する多様な要因により決定されることは、「確固たる事実」であると
して、健康の社会的決定要因 (social determinants of health) と定義した 10)
（図Ⅰ-3, Ⅰ-4）。WHO は疾患の根底の構造的な因果関係を明らかにし、保健医
療分野以外とも協働して取り組むことを推進している 10)。2011 年のリオ政治宣
言 11) においては、加盟国は健康の社会的決定要因への対策を推進し、健康較差
の縮小を優先分野として行動を起こすことを誓った。 
健康の社会的決定要因の共通名称をもつ指標として、社会経済的要因または社
会経済的地位(socioeconomic status: 以降「SES」)が使用されている 6),7),10)。
科学的根拠が認められた SES 指標として、WHO10) は教育歴、職業階層、収入、ジ
ェンダー（性差）、人種を、評価対象項目として提示している（図Ⅰ-3,Ⅰ-4）。 
 
 
Commission on Social Determinants of Health, FINAL REPORT 10)より著者改編 
図Ⅰ-3 WHO 健康の社会的決定要因の概念図 
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Commission on Social Determinants of Health, FINAL REPORT 10)より著者改編 
図Ⅰ-4 WHO 健康の社会的決定要因の概念図（日本語訳版） 
 
個人や地域の SES が肥満や疾患のリスクとなり、健康較差の発生の決定要因と
なり得ることは、国際的には多数の研究報告による科学的根拠が提示され、パブ
リックヘルスの共通認識となっている 7),10)。Doubeni ら 12) は、米国の約 50 万人
を対象とした大規模調査において、教育歴の低い地域性および個人の双方に、大
腸がんの発症率が有意に高く認められたと報告し、健康較差の発生における社会
経済的要因の影響の大きさを示している。英国の男性公務員 1 万 8 千人を対象と
した 25 年間の追跡調査 13) では、中高年の非正規雇用など最も低い職階層の人は、
管理職など最も高い職階層の人と比較し、死亡率が約 3 倍以上であったと報告さ
れている。 
国内の研究においても、近年の経済不況に起因する所得較差などから、個人や
地域の SES と健康較差の関連に注目されるようになり、公衆衛生学分野において
も健康の社会的決定要因に関連する研究は、近年増加している 7),14)。国内の社
会経済的状況を概観し、健康の社会的決定要因における先行研究を以下に示した。 
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Ⅰ-1-2-1. 国内の社会経済的状況 
平成 25 年度の国民生活基礎調査によると、生活が苦しいと回答した割合は全
世帯の約 6 割に上り、母子世帯においては約 8 割以上の世帯が生活困窮意識を持
っていた（図Ⅰ-5）15)。貧困率の上昇も認められ、等価可処分所得(図Ⅰ-6 注）の中
央値の半分の額の貧困線（122 万円）を下回る相対的貧困率(図Ⅰ-6 注) は、16.1%で
あった（図Ⅰ-6）15)。近年の非正規雇用者の増加などによる低所得層の増大も、
一因と考えられる。また、子ども（17 歳以下）の貧困率上昇も認められ、平成
24 年度は 16.3%であった。経済協力開発機構（OECD）の報告 16)によると、近年、
日本の経済較差および貧困は増大しており、相対的貧困率については OECD 加盟
国の中で 6 番目に高いと指摘されている。国内においても、社会経済較差が拡
大している状況である。 
 
               国民生活基礎調査（平成 25 年）の結果から抜粋 15) 
図Ⅰ-5 生活意識別にみた世帯数の構成割合 
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国民生活基礎調査（平成 25 年）の結果から抜粋 15) 
注）等価可処分所得：手取り収入を世帯人員の平方根で割って調整した所得 
相対的貧困率：貧困線（等価可処分所得の中央値の半分の額）を下回る所得しか得ていない人の割合 
 
図Ⅰ-6 日本の貧困率の年次推移 
 
Ⅰ-1-2-2. 国内の健康の社会的決定要因における先行研究 
近年の経済不況の影響を受け、収入や教育歴および職業階層により評価される
SES と、疾患および生存との関連は、国内の研究においても世代をまたがり明確
にされてきている。平成 22 年度の国民健康・栄養調査 17)においては、世帯の収
入を 3 区分に分類し、年齢および世帯員数を調整した生活習慣との関連が報告さ
れた。年間収入が 200 万円未満および 200～600 万円未満の世帯の女性は、600
万円以上の世帯の女性と比較し、肥満率が有意に高かった。また、習慣的な朝食
欠食者率、野菜摂取量、運動習慣のない者の割合および喫煙者率は、収入の高い
群ほど低い傾向が認められた。豊川ら 18) は低所得層に医療の受診控えが多い状
況を明らかにし、Tsutsumi ら 19) は全国規模の就業者約 6,500 人を対象とした 11
年間の追跡調査において、ストレスと脳卒中の関連は、男性はブルーカラーと非
管理職に約 3 倍ものリスク上昇が認められ、女性は管理職に約 5 倍以上の脳卒中
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のリスクの高さが認められたと報告している。さらに、国民生活基礎調査を用い
た 2 次解析 20）から、SES と精神面など様々な要因との関連が認められたという。
都市在宅高齢者の 6 年間におよぶ追跡調査から、星ら 21）は高齢者の社会的健康
は、6 年前の精神的健康が基盤となり、3 年前の身体的健康を経て間接的に規定
される因果構造を明確にし、Kong ら 22) は、高齢者の要介護状態と SES を基盤と
した精神的健康との関連構造を、共分散構造分析を用いて明らかにしている。 
 
Ⅰ-1-3. 食の質の評価と関連要因 
栄養・食生活は、がん 23) をはじめとする疾患リスクや生存維持との関連が大
きく 24)、疾患の一次予防に寄与し、健康を支える重要な要因である。わが国の
女性の平均寿命および男女の要介護状態にない期間の健康寿命が最上位 4)とな
り得た背景要因の１つとして、多様な食品摂取や望ましい食行動を可能にした、
食環境の整備など食の質的側面の向上が、疾患予防および死亡リスク低下に寄与
したと推察される。 
栄養疫学および公衆衛生学の研究において、「食の質：dietary quality また
は diet quality」という用語は、望ましい食事状況を示す概念として広く使用
されている 25)。特に収入などの社会経済的要因により決定される食事状況を評
価する指標の 1 つとして、多くの研究が食の質という包括的な概念を使用して
いる 26),27)。しかし食の質の科学的根拠に基づく明確な定義や評価法の妥当性に
ついては、国際的な統一見解は確立しておらず 28)、さらに食の質の概念および
評価法については科学的根拠の蓄積が必要とされている。 
 
Ⅰ-1-3-1. 食事パターンによる評価 
栄養疫学研究における食の質の評価法として、実際の食事状況に近い複数の栄
養素や食品の組み合わせによる、食事パターンとして捉える有用性が示されてい
る 29)～31)。すなわち、単一栄養素や食品の量的な摂取との関連に加え、疾患予防
に寄与する栄養素を多く含む食品を組み合わせた、質の高い食事パターンをもつ
集団や個人を対象に、疾患リスクとの関連を分析する手法が、栄養疫学研究にお
いて使用されている。 
心血管疾患の低リスクとの関連が研究され、国際的に着目されている質の高い
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食事パターンとして、地中海食パターン 32)が挙げられる。地中海食パターンは、
他の食事パターンとの比較においても全死因死亡率のリスク低下が報告されて
いる。スペイン在住の中年男女 1 万 6 千人を対象としたコホート調査において、
3 種の食事パターン（西洋、地中海、アルコール飲料）と全死因の死亡率の関係
を分析したところ、野菜・魚介類・果物・オリーブオイルの摂取量が多く、最も
地中海食パターンの遵守度が高かった群は、最も遵守度が低かった群と比較し、
全死因死亡率が 47%低下したという 33)。 
 
Ⅰ-1-3-2. 食の質の決定要因 
疾患リスク低下に寄与する質の高い食事パターンの遵守度は、社会経済的要因
により決定される可能性が高いと報告されている。Bonaccio ら 34) は、イタリア
の中年男女 1 万 3 千人を対象に、地中海食パターンの遵守度と収入の関連を見出
し、低所得層ほど遵守度が低く、肥満傾向であったと報告している。 
健康と関連の大きい栄養・食生活は、個人の身体遺伝的要因や生活習慣のみな
らず、社会経済的要因、生産流通環境など多様な要因により決定されている 35)。
食の質を決定する背景要因の一部を反映させた仮説モデルを作成し、図Ⅰ-7 に
示した。人が社会生活を営む上で影響の大きい多様な環境要因が、相互関連の基
に存在し、地域および個人の食の質の決定要因となっている可能性を示している。
食の質の向上への支援策を検討する際には、多様な要因および食の質との相互関
連を明らかにし、優先すべき支援対象への科学的根拠を蓄積していくことが必要
である。 
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  図Ⅰ-7 食の質を決定する背景要因の仮説モデル（2015, 児玉作成） 
 
 
Ⅰ-1-4. 食の質と健康の社会的決定要因の関連 
Ⅰ-1-4-1. 政府統計調査における報告 
厚生労働省は、平成 23 年度の国民健康･栄養調査 36)において、世帯の年間収
入金額別に見た食品摂取量の状況を示している（図Ⅰ-8）。年間収入が 600 万円
以上の世帯の男性は、200 万円以下の男性と比較し、野菜類および肉類の摂取量
が有意に多かった。女性では肉類のみ 600 万円以上の世帯の方が有意に摂取量は
多かった。食の質の決定要因に SES の収入が関連していることが、国の調査結果
から明確にされ、さらに食の質に影響を及ぼす要因を、健康との関連も含め明ら
かにする必要性が示唆された。 
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    * p<0.05                 平成 23 年度国民健康・栄養調査結果より著者作成 36) 
 
図Ⅰ-8  世帯の年間収入別に見た生鮮食品摂取量の状況 
 
 
 総務省が 5 年ごとに家計の消費状況の把握を目的に調査する「全国消費実態
調査」37) の 2 人以上の世帯の 47 都道府県データを用いて、世帯を収入金額で 5
分位に分類し、収入に占める食費の割合を比較した（図Ⅰ-9）。食費が年間収入
に占める割合は、低収入群ほど高く、高収入群ほど低くなる傾向であった。 
英国の世帯を対象とした分析 38)も同様に、収入が高いほど食費の割合は低い
一方で、生鮮野菜・果物の摂取量、すなわち質の高い食品の消費は増加する傾向
が報告されている（図Ⅰ-10）。食の質の決定要因として、収入などの SES が関
連していることは明白であり、低 SES における食品の販売価格は、高収入層と比
較し家計への影響は大きい。よって、低 SES の個人や世帯の食の質向上の支援は、
教育的支援に加え、食環境面からの支援を整備すること（支援環境）も重要であ
る。低 SES は、食の質向上を目的とした支援環境整備において、優先的な支援対
象であることが示唆された。 
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                                平成 21 年 全国消費実態調査より著者作成 37) 
 
図Ⅰ-9  日本の世帯収入別に見た食費割合 
 
 
 
                                  WHO, Food and health in Europe より抜粋 38) 
 
図Ⅰ-10 英国の世帯収入別に見た生鮮野菜・果物の摂取量と食費割合 
 
Ⅰ-1-4-2. 食の質と健康の社会的決定要因の先行研究 
 国内の食の質と SES の関連を分析した報告は未だ希少ではあるが、報告数は増
えてきている。Fukuda ら 39)は、調査単位区の一部が共通の国民生活基礎調査と
国民健康・栄養調査の約 2 万人のデータを用いて二次解析を実施し、世帯の消費
金額が高いほど、総エネルギー量が多く、脂質、たんぱく質、炭水化物、微量栄
養素など健康に寄与する栄養素を多く摂取し、国の食事摂取基準の推奨量を満た
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している傾向があると報告した。Miyaki らは、企業で働く約 2 千人の従業員を
対象に、葉酸の摂取量とうつ症状に関連が認められ 40)、教育歴が葉酸摂取量と
うつ症状の関連の基盤となっている可能性を、パス解析から示している 41)。さ
らに食塩摂取量と血圧の関連においても、教育歴および世帯の収入と負の有意な
関連が、性年齢、総エネルギー量を調整後も認められたという 42)。教育歴の低
い人の食塩摂取量の多い傾向は、英国の横断調査結果からも報告されている43)。 
 海外の研究においては、世代を超えて SES が食の質に影響を及ぼす可能性が報
告されている。McLeod ら 44) は母親の教育歴と栄養知識の関連が、食の質への間
接効果であったとパス解析で示しており、Zarnowiecki ら 45) は両親の食知識や
学校周辺の食環境が、子供の栄養知識の間接的な決定要因であったと分析してい
る。ブラジルの 1 歳未満の子供の糖質の多い清涼飲料水およびクッキーなど健康
的でない食品の摂取に、母親の教育レベルが関連していたとの報告もある 46)。 
先行研究における SES と食の質の関連は、野菜、果物、全粒の穀類、脂質の少
ない肉類の摂取などを質の高い食品として評価している 6), 25)～28)。また、国の摂
取基準をベースに開発された食の質の評価スコアと SES の関連も検討されてい
る 26),47)。Hiza ら 47)は、米国の食事ガイドラインのスコアを用いて、子供と青年 
(2～17 歳) 3,286 人、若年と中年(18～64 歳) 3,690 人、高齢者（65 歳以上）
1,296 人を対象に、SES との関連を分析したところ、SES に関わらず米国人の食
事パターンには問題があったものの、収入レベルの高い成人ほど食の質も高い傾
向が認められたと報告している。 
 
Ⅰ-1-4-3. 食の質・社会経済的要因・健康指標との関連構造 
先行研究においては、横断調査による食の質と疾患・死亡リスクおよび SES
との直接的関連の分析が多く、因果関係の解明としては必ずしも十分とはいえ
ない。食の質との関連構造を明確にするためには、縦断調査により対象者の変
化を追跡し、基盤となる背景要因との相互関連を構造的に明らかにすることが
必要である。 
Hoshi ら 48) は、要介護状態も含む都市部高齢者を対象に 3 年ごとに同一人を
追跡調査し、6 年間の生存を追跡した結果から、年間収入や教育レベルの SES が
基盤となり、健康三要因（身体的、精神的、社会的健康）を経由し、食生活と
健康寿命に関連する間接効果が大きい関連構造を、共分散構造分析を用いて、
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明確にしている。藤井ら 49)は、要介護状態にない高齢者においても、食生活状
況が SES を基盤とした健康三要因に規定される関連構造を明らかにしている。
Beydoun ら 50）は、複数の人種からなる対象者において、SES と食の質の関連が、
うつ症状を経由し肥満に至る関連構造に違いがあるか検討している。共分散構
造分析を用いて分析した結果、白人のみに SES と食の質との関連に、うつ症状
が仲介する関連構造が認められたと報告している。 
以上の先行研究から、実際の社会環境に存在する多様な要因との関連構造を
定量的に明確にする分析方法として、共分散構造分析の有用性が示唆された。 
 
Ⅰ-1-5. 健康支援策と公衆栄養 
 現行の健康支援策は、食と客観的健康指標との直接的な関連を科学的根拠とし、
目標値などが設定されている傾向がある。しかし実効性の高い食生活支援策を実
施するためには、SES などの食の質を決定する背景要因を含めた関連構造を明確
にし、健康支援策の基礎資料として科学的根拠に基づき提案をすることが必要と
考える。以下に公衆栄養に関連する現行の主要な健康支援策を列挙した。 
 
Ⅰ-1-5-1. 世界保健機構（WHO）の健康支援策：ヘルスプロモーション 
WHO がオタワ憲章
51)
 (1986 年)で示し、2005 年のバンコク憲章 52)において、
健康較差の拡大などを受け改訂定義したヘルスプロモーションとは、「人々がみ
ずからの健康とその健康決定要因をコントロールする能力を高め、それによっ
てみずからの健康を維持できるようになるプロセスである」53)。 
また、WHO は 5 つの優先的活動領域を示している 51)（図Ⅰ-11）。環境面からの
健康支援の整備（以下、支援環境）の重要性については、サンドバール宣言 (1991
年) において、「健康づくりにとって最も重要なものは、健康にとって好ましい
環境である」53) と声明として発表され、教育的支援と支援環境を組み合わせる
ことにより、人々が自らの健康管理能力を高めることが可能とされている。 
栄養・食生活においても、主に実施されてきた個人又は集団への食生活改善
の教育的支援に加え、環境面からも双方に食生活を支援する体制は、健康的な
食生活の実現において重要である。 
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WHO, Health Promotion Action より著者作成
51) 
 
図Ⅰ-11 WHO オタワ憲章 ヘルスプロモーション優先的活動領域 
 
 
Ⅰ-1-5-2. 健康日本 21（第二次）における栄養・食生活 
2013 年 4 月より施行された健康日本 21(第二次)
54)
は、WHO のヘルスプロモー
ションの理念を参考に策定されている。栄養・食生活分野においては、健康寿命
の延伸・健康較差の縮小を大目標に、個人の行動変容を支援する環境づくり（支
援環境）にも着目されている（図Ⅰ-12）。食の情報や学習の機会の増加を支援
するなどの食環境整備を実施することにより、「健康のための資源へのアクセス
の改善と公平性の確保に寄与することで、社会環境の質の向上にも寄与する」
55)
と示されている。 
今後の対策として「栄養状態、食物摂取、食行動、食環境の格差の実態を把握
し、その結果をわかりやすく公開する仕組みを構築する必要がある。また、格差
の要因を分析するための研究を推進し、効果的な対策の検討、実施に取り組む」
ことが必要であると記されている
55)
。 
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食の質を向上させられるとは限らない。近年の相対的貧困率上昇や、消費税率の
引き上げなどによる食費へのインパクトは、低収入層で大きいと報告されている。
今後はより一層、食の質向上を目的とした支援環境の整備において、優先的に支
援すべき対象の特性を明確にする科学的根拠の蓄積が必要である。 
先行研究においては、SES と食品摂取量による食の質の直接的な関連、または
SES と客観的健康指標との直接的な関連は明確にされてきている（図Ⅰ-15）。社
会環境の中で相互関連のもとに存在する多様な要因、すなわち食の質を決定する
SES および健康指標との定量的な関連構造は、必ずしも明確にされていない。特
に複数の世代の対象者や地域における、実証的な研究が求められている。 
 
 
図Ⅰ-14 食の質と客観的健康指標の直接的な関連 
 
 
図Ⅰ-15 食の質・社会経済的要因（SES）・客観的健康指標の直接的な関連 
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Ⅰ-3. 研究目的 
本研究は、食の質・SES・健康指標との関連構造を性・年齢階層別に明確にし、
食の質向上を目的とした支援環境整備において、優先すべき支援対象の特性を
明らかにすることを目的とした。 
 
Ⅰ-4. 研究意義 
潜在変数の食の質・SES・健康指標を設定し、構成する指標の構造的な相互関
連を定量的に明確にすることができる。さらに性別・年齢階層別に分析し、結
果を比較検討することにより、性差・世代間の差を定量的に示すことができる。
得られた関連構造モデルを、今後の食の質向上を目的とした支援環境整備を検
討する際の、支援すべき対象特性を明確にした科学的根拠として提示し、健康
支援策の基礎資料とすることができる。 
 
Ⅰ-5. 研究仮説モデルおよび分析項目 
SES を基盤とした研究仮説モデルを以下に示した（図Ⅰ-16）。SES から健康指
標への関連は、直接的関連が大きいのか、または食の質が仲介的役割を果たす
間接的関連が大きいのか、定量的に明確にする仮説モデルを作成した。 
 
図Ⅰ-16. 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造仮説モデル 
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Ⅰ-5-1.食の質の評価項目 
食の質に関連する先行研究および課題に鑑み、本論文における食の質の評価
は、以下の項目に沿い実施することとした。 
1. 主要な疾患の予防効果または生存、死亡リスクの低減などの 
健康要因を達成すべき目標（アウトカム）として評価 
2. 食品・栄養素の摂取量のみならず、食品摂取の多様性、食行動などによる 
食事の総合的な評価 
3. 単品の食品・栄養素ではなく、複数の食品からなる食事パターンによる評価 
4. 食事以外の社会経済的要因などとの関連において決定される食事評価  
第Ⅱ章以降の研究においては、上記の項目に沿った食の質の評価法を考案し、
食の質を決定する要因との関連構造を分析していくこととした。 
 
Ⅰ-5-2. 健康指標を構成する指標 
健康指標の潜在変数を構成する指標は、既存の研究に多い客観的健康指標に
加え、主観的健康感を分析に加えることとした。その理由として、前述の健康
寿命の評価が、主観的健康感および客観的健康指標による「相互に補完性のあ
る」2),3) 指標を用いて行われていることを参考に、より健康状態を詳細に反映
した潜在変数を作成できると仮定したことによる。 
 
Ⅰ-6. 研究方法 
Ⅰ-6-1. 分析に使用した調査 
横断研究 
第Ⅱ章～第Ⅲ章の横断研究は、総務省の平成 21 年度(2009 年)「全国消費実態
調査」37) を使用し、分析を実施した。本調査は 5 年ごと 9～11 月に、世帯単位
（2 人以上世帯と単身世帯）の家計の収入・支出など資産について総合的に調査
される。調査方法は「家計簿」の記帳であり、記帳者が把握しない他の世帯員
の外食費などの消費金額は含まれない可能性もある。平成 21 年度の集計世帯数
は計 55,089 世帯（2 人以上世帯 92.3%, 単身世帯 7.7%）であり、同様に家計の
収支を調査する「家計調査」（約 8 千世帯調査）や「国民健康･栄養調査」（約 6
千世帯調査）と比較し、対象規模の大きい調査である。また調査期間が 3 ヵ月
に渡るため、習慣的な消費傾向の把握が可能である。 
和洋女子大学大学院総合生活研究科 
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本研究は、47 都道府県の 2 人以上世帯（50,836 世帯）の調査票記帳者が把握
可能であった世帯の月間食品消費（購入）金額データを分析に用いた。なお、
食品価格における都道府県間の物価の差は、消費金額の分析の際に交絡要因と
なる可能性が予想された。よって本研究では、平成 19 年度(2007 年)「全国物価
統計調査」61) の食品別地域差指数を使用し、全国平均値を基準とした価格に調
整した。 
 
縦断研究 
第Ⅳ章～第Ⅵ章の縦断研究は、首都大学東京が東京都 A 区と共同で、中年期
の早世予防と健康寿命延伸との関連が予想される食生活を含む生活習慣および
社会経済的要因についての自記式質問票を使用し実施した、縦断調査を 
データーベースとして使用した。 
A 区は東京都の北東に位置する人口約 20 万人の地域である。A 区の平均寿命
は全国平均よりも低く、平成 22 年度の男性平均寿命は 1.8 歳、女性は 0.7 歳短
かった 62)。特に中年期男性の早世は、全国平均と比較し死亡割合が高い傾向に
あり、中年期の死亡率の全国比は平均値で約 1.3 倍であった 62)。また、1 人当
たりの課税対象所得金額も低く、23 区を 5 分位にした最下位の群に、平成 24 年
度は位置していた。 
2003 年に A 区に住む 40 歳から 64 歳までの中年期の地域住民から無作為に
10,000 人を抽出し、自記式質問票を郵送配布・回収し、5 年後に対象者の生存
と死亡状況を追跡し、同様の質問票による調査を実施した。2008 年までに生存
追跡ができた対象者は、男性 2,058 名(46.3%)、女性 2,385 名(53.7%)の計 4,443
名であった。男性 57 名(2.8%)、女性 16 名(0.7%)、計 73 名(1.6%）の死亡を確
認し、生存日数を明確にした。5 年後の調査に回答が得られた 3,011 名(回収率
30.1%)のうち、ベースラインの年間収入金額（12 選択肢）に回答が得られた対
象者から「答えたくない」とした者を除外すると、5 年後生存者は 2,507 人(男
性：n=1,112, 44.4%, 女性：n=1,395, 55.6%)であった。 
なお、調査の実施にあたっては、A 区内に調査委員会を設置し、公務員法の守
秘義務を確認し、使用する個人コードは ID のみとした。調査は東京都立大学
（現・首都大学東京）大学院都市科学研究科倫理委員会の承諾を得て実施した。 
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食の質を決定する背景要因の検討 
  
第Ⅰ章 序論 研究の背景・目的・意義《仮説モデル》 
    47 都道府県の健康寿命, 健康の社会的決定要因, 
    食の質の決定要因, 研究目的, 研究意義, 仮説モデル提示 
  生態学研究：47 都道府県「全国消費実態調査」（消費金額ベース） 
横断研究
 
第Ⅱ章 47 都道府県の食品の消費パターンと食生活支援環境の関連 
    食の外部化パターンと社会経済的要因の関連, 
     食品の消費パターンと社会経済的な世帯状況との関連 
第Ⅲ章 47 都道府県の食の質・社会経済的要因・ 
    健康指標との関連構造 
       食の質・社会経済的要因・健康指標との関連構造 
  実証的研究：東京都 A 区中年期（40～64 歳）5 年後生存・食習慣調査 
縦断研究
 
第Ⅳ章 主要食品群の多様性と中年期の 5 年後生存の関連 
       食の質を構成する指標の開発,「主要食品群の多様性」 
        ：5 年後生存者の摂取頻度の高い食品群 
第Ⅴ章 中年期の 5 年後生存にみる食の質・社会経済的要因・ 
       健康指標との関連構造    －死亡者の追跡研究－ 
       食行動の評価, 食の質・等価所得・健康指標との関連構造 
  発展的研究：東京都 A 区中年期（40～64 歳）主観的健康感・食習慣調査 
 
 
第Ⅵ章 中年期の食の質・社会経済的要因・情緒的健康・ 
主観的健康感との関連構造  －生存者の追跡研究－ 
共分散構造分析による食の質・等価所得・情緒的健康・ 
健康指標との関連構造 
  
第Ⅶ章 研究総括《結果モデル》 
    各章のまとめ, 考察, 研究の結論,研究結果からの提案, 
        結果モデル提示 
 
図Ⅰ-17 論文の構成 
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性から食の外部化はさらに進展する可能性がある。食品の消費は、個人の生活
習慣のみならず、社会経済的要因や流通状況など様々な環境要因により決定さ
れている 8)。実効性のある環境面からの食生活支援を実施するためには、食の外
部化の関連要因を明確にする必要がある。本研究は、47 都道府県を対象に食の
外部化の評価指標を作成し、栄養摂取状況および食生活支援環境との関連を生
態学的に検討することを目的とした。 
 
 
                   公益財団食の安全・安心財団 2）より著者作成 
図Ⅱ-1 外食率と食の外部化率の推移                                  
 
Ⅱ-1-2. 研究方法 
Ⅱ-1-2-1. 食の外部化指標の作成 
平成 21 年度(2009 年)「全国消費実態調査」9)の 47 都道府県における 2 人以上
世帯（50,836 世帯）の月間食品消費（購入）金額データを使用した。都道府県
間の消費金額の物価地域差は、全国値を基準に調整した。「全国消費実態調査」
の概要については、第Ⅰ章に記載した。「全国消費実態調査」の消費金額データ
は、食品名が報告されているため食の外部化を構成する調理食品の詳細把握に
適している。表Ⅱ-1に47都道府県別の月間食品消費金額の基本統計量を示した。 
「食の外部化指標」は、表Ⅱ-1 の食品から飲料および菓子類を除いた 32 食品
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の消費金額データを使用し、内食・中食(1)・中食(2)・外食の 4 種を作成した。
「国民健康･栄養調査」
10)
 の食事状況区分と「食料・農業・農村白書」
1) 
の用語
解説を参考に、 家庭で調理する「内食（ないしょく）」、家庭外で調理された食
品を家庭で食べる「中食（なかしょく）」、レストラン等の食事の「外食」を定
義した。穀類・生鮮食品類・調味料の合計を「内食」、調理食品の合計を「中食」
とした。「中食」は、食の外部化が主食を含む食事全体によるものなのか、惣菜
類など主菜および副菜を補完するものなのか区別するため、主食的調理食品を
「中食（1）」、他の調理食品を「中食（2）」に分類した。主食的調理食品とは、
弁当や調理パンなどの主食の米・パン・麺類による炭水化物主体の調理食品、
他の調理食品は主食以外の惣菜類を指す。中食の指標を 2 種類に分類した理由
として、栄養素や主食と主菜・副菜の役割の違いが消費パターンに影響を及ぼ
すと考えたことによる。 
47 都道府県別に見た月間食品消費金額の最も高い県は富山県、最も低い県は
沖縄県であった。また、富山県は中食の調理食品の消費金額も最も高く、一方
の沖縄県も中食(1)の弁当類の消費金額が最も高いことが観察された。しかし本
研究で使用した食品の消費金額データは、物価地域差を調整した購入金額であ
るが、必ずしも摂取量とは一致しないことに留意が必要である。 
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表Ⅱ-1 47 都道府県 食の外部化指標の月間食品消費金額 基本統計量  (n=47) 
 
 
平成 21 年全国消費実態調査（2 人以上世帯）消費金額データによる。地域物価指数による物価調整金額。 
1) 生鮮野菜：冷凍, 乾物を水に戻したもの, ゆがいたものも含む 
2) 他の主食的調理食品：ピザパイ, 中華まん, 冷凍ピラフ, お好み焼き他 
3) 他の調理食品その他： コロッケ, やきとり, ハンバーグ, 天ぷら他 
 
 
食の
外部化
平均値
（円）
標準偏差
穀類 米 3,917.5 1,000.3 7,749.6 新潟 2,355.7 東京
パ    ン 2,274.5 294.4 2,908.8 兵庫 1,586.0 沖縄
め ん 類 1,414.1 147.5 1,881.5 香川 1,000.9 沖縄
魚介類 生鮮魚介 4,350.6 640.0 6,191.0 石川 2,389.8 沖縄
塩干魚介 1,088.1 242.3 1,622.0 秋田 242.5 沖縄
魚肉練製品 736.3 185.2 1,162.7 長崎 353.1 沖縄
肉類 生鮮肉 5,157.3 857.3 7,239.3 和歌山 3,563.3 群馬
加工肉 1,276.1 170.8 1,563.2 福井 877.9 高知
乳卵類 牛    乳 1,390.7 164.8 1,770.6 滋賀 915.9 沖縄
ヨーグルト 610.2 111.7 822.9 栃木 340.7 熊本
バター・チーズ 371.5 72.5 550.1 神奈川 239.2 鹿児島
卵 707.1 58.9 851.0 高知 591.7 千葉
生鮮野菜 生鮮野菜1) 5,720.2 762.2 7,468.0 山形 4,149.5 沖縄
乾物･海藻 乾物･海藻 680.6 68.3 890.5 富山 549.8 高知
大豆・加工品 大豆加工品 1,181.9 224.2 1,820.3 岩手 580.4 沖縄
他の野菜 こんにゃく 232.8 58.2 459.2 山形 165.2 大阪
野菜の漬物 613.0 120.3 886.7 秋田 284.2 沖縄
果物 生鮮果物 3,205.4 591.7 4,821.5 鳥取 1,686.8 沖縄
果物加工品 99.2 18.7 140.9 千葉 56.0 和歌山
油脂 食用油 319.5 34.6 476.5 沖縄 265.5 岩手
マーガリン 70.7 11.9 89.5 鳥取 48.8 宮城
調味料 塩 53.1 13.4 90.4 山形 33.3 大阪
しょう油 192.8 37.3 325.7 山形 133.1 沖縄
み   そ 241.3 54.0 384.0 宮崎 149.8 和歌山
砂   糖 125.3 35.6 245.3 秋田 85.2 大阪
ジ ャ ム 85.5 20.7 151.8 神奈川 56.1 佐賀
ドレッシング 128.5 18.2 168.4 埼玉 99.8 和歌山
カレールウ 118.4 10.4 138.3 宮城 99.8 鹿児島
他の調味料 1,815.2 160.2 2,138.3 滋賀 1,376.3 沖縄
調理食品計 7,775.0 770.8 9,789.8 富山 5,900.6 北海道
中食(1) 主食的調理食品 3,138.4 311.3 3,763.5 静岡 2,447.6 岩手
弁   当 1,111.3 215.7 1,706.0 沖縄 775.1 滋賀
 おにぎり・その他 284.9 44.5 383.9 静岡 196.0 鹿児島
調理パン 228.5 46.7 336.2 東京 147.1 島根
他の主食的調理食品2) 627.2 102.5 819.8 広島 425.1 沖縄
中食(2) 他の調理食品 4,607.7 765.0 7,084.7 富山 3,299.3 北海道
冷凍調理食品 470.6 72.8 607.0 三重 315.0 香川
そうざい材料セット 319.8 148.5 654.4 滋賀 95.4 鹿児島
他の調理食品のその他3) 3,836.0 541.5 5,423.6 福井 2,836.4 北海道
外　食  外食食事代 8,858.7 1,684.7 13,531.1 東京 6,107.4 岩手
外食その他 喫茶代 314.4 172.7 1,026.4 岐阜 108.2 鹿児島
飲酒代 1,366.6 293.2 2,035.4 新潟 920.8 奈良
菓 子 類 菓子類 6,076.6 544.7 7,334.0 富山 4,459.8 沖縄
飲   料 茶類 868.8 166.5 1,215.0 東京都 566.9 和歌山
コーヒー・ココア 747.9 105.7 975.4 富山 534.3 熊本
果実・野菜ジュース 718.8 87.9 1,006.6 青森 555.1 鳥取
炭酸飲料 208.1 45.8 352.8 青森 138.1 長野
酒   類 酒   類 3,495.2 548.1 5,347.3 秋田 2,667.6 長崎
食料費 食料費 72,311.0 4,740.0 80,869.6 富山 57,531.0 沖縄
その他
中　食
食品群 最大値 最小値
内　食
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Ⅱ-1-2-2. 食の外部化パターンの概況、地域分布 
2 人以上世帯の食の外部化指標を構成する食品の消費金額が、食品の月間消費
金額に占める構成比を推計した（表Ⅱ-2、全国平均値、n=50,836 世帯)。総世帯
および単身世帯における構成比も推計し、2 人以上世帯と比較した。単身世帯の
食の外部化率は 34.9％であり、2 人以上世帯の約 1.4 倍であった。 
 
表Ⅱ-2 食の外部化指標の月間食品消費金額における金額構成比  (n=47) 
 
注 1)  47 都道府県 月間食品消費金額（物価調整前全国平均値）による構成比 
  2)  その他食品；菓子類, 飲料, 酒類, 外食（喫茶, 飲酒） 
  3)  食の外部化率：(中食+外食) / 食品消費金額計                          児玉, 2013, 改編 11) 
 
食の外部化指標による 4 種の消費パターン（食の外部化パターン）の消費傾
向の類似性は（表Ⅱ-3）、内食は中食(2)と有意な関連が認められ（r=0.556）、
外食は中食(1)と有意な関連を示した（r=0.578）。 
 
表Ⅱ-3 食の外部化指標の相関分析結果  (n=47) 
 
         ピアソン相関係数                                       児玉, 2013, 改編 11) 
 
さらに 47 都道府県を、食の外部化パターンを構成する食品の消費金額を用い
て 5 分位にし、地図上に示した（図Ⅱ-2）。相関分析結果で定量的に示されたと
おり、内食と中食(2)、 外食と中食(1)の地域分布に類似性が観察され、前者は
北東部・北陸部、後者は関東以南に消費金額が高い傾向が認められた。 
総世帯 55,089 64,208 33,108 7,225 3,234 3,991 9,720 14,155
(%) 100.0 100.0 51.6 11.3 44.8 55.2 15.1 22.0
2人以上世帯 50,836 73,390 40,628 7,877 3,254 4,622 9,969 14,916
(%) 92.3 100.0 55.4 10.7 41.3 58.7 13.6 20.3
単身世帯 4,253 42,392 15,230 5,675 3,185 2,490 9,129 12,358
(%) 7.7 100.0 35.9 13.4 56.1 43.9 21.5 29.2
外食
中食
(2)
中食
(1)
集計
世帯数
(世帯）
食品計
（円）
内食 中食
26.4
24.3
34.9
その他
食品2)
食の
外部化率3)
(%)
内食 中食(1) 中食(2) 外食
内食 1.000
中食(1) -0.139 1.000
中食(2) 0.556 ** 0.222 1.000
外食 0.089 0.578 ** 0.287 1.000
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児玉, 201311) 
図Ⅱ-2 食の外部化パターンによる地域分布 
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Ⅱ-1-2-3. 食の外部化パターンと栄養習慣、食生活支援環境の関連性 
食の外部化パターンに関連する要因を明らかにする目的で、47 都道府県別の
数値が公開される政府統計調査より指標を収集した（表Ⅱ-4）。栄養習慣の指標
は、平成 23 年度の健康日本 21 の最終評価において目標値の改善が認められな
かった「脂質エネルギー比率」と「野菜摂取量」、同目標値は改善されたが生活
習慣病との関連が指摘される
12)
「食塩摂取量」を使用した。 
「野菜摂取量（男女）」および「食塩摂取量（男女）」については、国民健康･
栄養調査2005～2010年度結果から集計された都道府県別データ
13)
（年齢調整値）
を使用した。「脂質エネルギー比率（男女）」については当該集計においては未
集計のため、先行の国民健康･栄養調査 2001～2004 年度結果によるデータ
14)
  
（年齢調整値）を使用した。 
食生活支援環境の指標は、社会経済的要因に関連する指標を収集した。食の
外部化の各指標を従属変数、各分野の指標を独立変数とした重回帰分析を実施
した。なお、栄養習慣の指標については指標間の関連が強いため、単相関分析
により食の外部化の消費パターンとの関連を検討した。 
 
Ⅱ-1-2-4. 分析ソフト 
分析ソフトは SPSS Statistics20.0 を使用し、統計学的に有意な値は p<0.05
とした。 
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Ⅱ-1-3. 結 果 
Ⅱ-1-3-1. 食の外部化パターンと栄養習慣の関連 
男女ともに外食および中食(1)の消費の多い地域は、脂質エネルギー比率の高
い傾向が有意に認められ(男性:外食 r=0.521, 中食(1) r=0.513)、(女性: 
r=0.513, r=0.317)、野菜摂取量は少ない傾向であった(男性: r=-0.107, 
r=-0.108)、(女性: r=-0.073, r=-0.111)。内食および中食(2) 消費の多い地域
は、野菜摂取量は有意に多い傾向であったが(男性： r=0.491, r=0.348), (女
性: r=0.432, r=0.325)、食塩摂取量も多い傾向が認められた(男性: r=0.605, 
r=0.270)、(女性: r=0.543, r=0.237)（表Ⅱ-5）。 
 
表Ⅱ-5 食の外部化にみる消費パターンと栄養習慣の関連  (n=47) 
 
ピアソン相関係数     * p<0.05, ** p<0.01                        児玉, 2013, 改編 11) 
 
Ⅱ-1-3-2. 食の外部化パターンと食生活支援環境との関連 
食生活支援環境として、社会経済的要因と食の外部化指標との関連を、重回
帰分析を用いて分析した（表Ⅱ-6）。年平均気温は内食と負(β=-0.413)、中食
(1)と正(β=0.344)、人口密度は外食と正(β=0.361) の有意な関連が認められ
た。さらに内食は、離婚率と負(β=-0.449)、中食(1)は正 (β=0.322) の有意
な関連を示し、生活保護被保護実世帯数は中食(2)に最も強い負の有意な関連が
認められた(β=-0.466)。 
 
 
 
 
内食 中食(1) 中食(2) 外食
男　性
野菜摂取量 0.491 ** -0.108 0.348 ** -0.107
食塩摂取量 0.605 ** -0.103 0.270 -0.028
脂質エネルギー比率 -0.226 0.513 ** -0.004 0.521 **
女　性
野菜摂取量 0.432 ** -0.111 0.325 ** -0.073
食塩摂取量 0.543 ** -0.060 0.237 0.028
脂質エネルギー比率 -0.097 0.317 ** -0.038 0.513 **
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表Ⅱ-6 食の外部化にみる消費パターンと社会経済的要因の重回帰分析 (n=47) 
 
標準偏回帰係数,  * p<0.05, ** p<0.01                 児玉, 2013, 改編 11) 
 
Ⅱ-1-4. 考 察 
Ⅱ-1-4-1. 食の外部化の進展と世帯構造の関連 
食の外部化は、2 人以上世帯と比較し単身世帯において顕著な進展が観察され
た。単身世帯で消費される中食(1)および中食(2)は、構成比率が 2 人以上世帯
のそれと異なり、単身世帯は主食を含む中食(1)の消費が 2 人以上世帯と比較し
高いことが示された。中食(1)の消費は外食と同様に、エネルギー比率の最も高
い栄養素（炭水化物, 50～70%）
15) 
を含む主食の外部化、すなわち単身世帯にお
ける中食は食事全体が外部化されている傾向が示唆された。内食は中食(2)、外
食は中食(1)と消費パターンに類似性を示した。両者の異なる点は主食の外部化
の有無であり、前者は中食（2）が食の補完的役割を果たす一方、後者は調理作
業の多くが外部化されている点から、中食(1)は外食と同様に食事全体が外部化
されている傾向を示すものと推察された。 
本研究結果から、単身世帯の増加が中食(1)の消費も増大させる可能性が示唆
され、近年増加する高齢者単身世帯においても、利便性から今後より一層、食
の代替は進展する可能性がある。一方で中食は高齢者の低栄養予防に寄与する
側面もあり、メニュー開発を手掛ける企業の支援環境整備は重要である。消費
者が利点を生かし外食や中食を利用できるよう減塩、栄養密度の高い食品使用、
主食量の調整、低 GI 食品の玄米や雑穀による微量栄養素や食物繊維量の増加な
ど、メニュー開発における支援環境は整備の余地がある。 
 
Ⅱ-1-4-2. 食品の消費パターンと栄養習慣の関連 
外食および中食(1)の消費の多い地域は、脂質エネルギー比率が高く、野菜摂
社会経済的要因 内食 中食(1) 中食(2) 外食
年平均気温 -0.413 ** 0.344 ** -0.038 0.057
人口密度 -0.029 0.104 0.141 0.361 **
大学等進学率 0.301 * 0.393 * 0.249 0.588 **
離婚率 -0.449 ** 0.322 * -0.039 0.172
生活保護被保護実世帯数 -0.105 -0.322 * -0.466 ** -0.220 *
R2 0.715 0.505 0.375 0.790
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取量の少ない傾向を示した。健康日本 21 の最終評価においても、脂質エネルギ
ー比率や野菜摂取量については改善が認められなかったと報告されており、一
因として外食や中食(1)による主食を含む食の外部化との関連があることが、本
結果から示唆された。 
内食・中食(2)の消費の多い地域は、野菜摂取量も多い傾向を示すものの、高
食塩摂取量の傾向も認められた。内食・中食(2)は年平均気温と負の関連を示し
ており、伝統的に保存性の高い高塩分食品の摂取量が多い地域の食事習慣が示
唆された。その上に中食(2)の惣菜類の消費が加わり、食塩摂取量増加を促進し
ている可能性も考えられた。わが国では、非肥満の高血圧症が脳卒中のリスク
増大に最も関連を示したというコホート研究が報告されており
16)
、 減塩支援は
肥満対策とは独立して重要と考えられる。 
食事全体を外部化する際に利用しやすい中食(1)の持ち帰り弁当などは、単品
で食事が完結できる利便性はあるが、脂質や塩分、ご飯の量が多く、野菜は少
なく、ビタミン・ミネラル類の微量栄養素は１日の摂取基準量の 1/3 を満たさ
ない傾向が報告されている
4)-6)
。中食(1)を構成する弁当の白米や、調理パンの
白パンなど精製された炭水化物食品は、高グリセミック・インデックス(GI)に
分類され
17)
、 急激な血糖値上昇を招きやすい。家庭食と比較し白米などの量が
多い傾向の中食(1)については、恒常的な消費に留意が必要と考える。白米およ
び高 GI 食品摂取は、糖尿病発症のリスク上昇に関連したと国内のコホート研究
18), 19) 
において報告され、米を主食とする国を対象としたメタアナリシス分析
20)
においても、白米の摂取量の多い人ほど 2 型糖尿病の発症リスクが有意に高か
ったと報告されている。 
 
Ⅱ-1-4-3. 食生活支援環境との関連 
離婚率は中食(1)と正の、内食とは負の有意な関連を示した。本研究で使用し
たデータによると、離婚率は母子世帯率(相関係数：r=0.84)および完全失業率
(r=0.72)と強い正の直接的関連を示しており、離婚率の高い地域に社会経済的
に負の世帯（低い社会経済的地位(socioeconomic status: SES)の世帯：以降、
「低 SES 世帯」と記載）が多い傾向が示唆された。すなわち、食事全体が外部
化される傾向の中食(1)は、低 SES 世帯の状況が決定要因となっている可能性が
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ある。先行研究において、低 SES 世帯と果物・野菜の生鮮食品の低消費および
低価格の高エネルギー食品の選択との関連 21)など、SES の低い状況が質に劣る
食品摂取の決定要因になり得る可能性が示されている 22)。 
さらに、住んでいる地域の食生活環境が、食の外部化を促進している可能性
も大きい。Moore ら 23) は, スーパーが近所にない人々に健康的な食品摂取（野
菜, 果物, 豆類, 全粒穀類など）が 25～46%少ない傾向があることを明らかにし、
地域の食生活支援環境整備の重要性を示している。本研究の 47 都道府県別に見
た月間食品消費金額の最も低かった沖縄県は、一方で中食(1)の弁当類の消費金
額は最も高いことが観察された。沖縄県の食生活の変化の決定要因として、地
域の流通環境の影響があったと推察される。上岡ら 24)も、全国 10 地域の経年的
な食生活変化を生態学的に分析した結果、沖縄県は日本変換後の高度成長期に
急激に加工食品への依存度が高まり、食生活は他の地域と近似化したことを指
摘している。 
本研究で使用した、全国消費実態調査 9)においても、単身世帯における中食(1)
の購入先は、スーパー(1,163 円/月)に対し、コンビニエンスストア(1,249 円/
月)の消費金額が高い傾向が報告されている。すなわち、生鮮食品販売店の距離
的に遠い立地環境や、コンビニエンスストア数の割合の高い地域環境が決定要
因となり、中食(1)の消費を促進する可能性もあり、流通環境は食生活の支援環
境整備の優先的な対象として、重要であることが示唆された。さらに食の質的
向上への支援環境整備に対して、科学的根拠を提示する必要性がある。 
 
Ⅱ-2. 食品の消費パターンと社会経済的な世帯状況との関連 
Ⅱ-2-1. 緒 言 
主食を含む調理食品「中食(1)」の消費の背景要因として、離婚率の高さなど
の低 SES 世帯の多い地域性が関連している可能性が、先行の分析で明らかにな
った。そこで 47 都道府県の個人や世帯の収入・就業・教育歴などで評価される
SES の指標をさらに増やし、複数の指標で構成する潜在変数を作成し、食品の消
費パターンとの関連を生態学的に分析した。 
これまでの国内の食と SES の関連は、野菜・果物などの個々の食品群や単一
栄養素との関連が検討されている 25)～27)。しかし実際の食事は複数の食品から構
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成されているため、食品の消費傾向の類似性を示すパターンによる評価が、よ
り実際の食事状況の把握には有効である。また、SES の指標についても潜在変数
を作成し分析することにより、所得以外の複数の要因が連鎖的に関連している
状況を、分析に反映できると考えた。 
 
Ⅱ-2-2. 研究方法 
Ⅱ-2-2-1. 食品の消費パターン 
Ⅱ-1 の分析と同様の平成 21 年度(2009)「全国消費実態調査」9)の 47 都道府県
における 2 人以上世帯（50,836 世帯）の月間食品消費金額データを使用した（表
Ⅱ-1）。因子分析法により消費傾向に相互関連のある食品を同定し、潜在変数に
食品の消費パターン名を付与した。 
 
Ⅱ-2-2-2. SES 世帯特性 
社会経済的要因に関連する環境・就業・世帯・教育・婚姻・所得の分野にお
ける、政府統計調査の 47 都道府県ベースの結果が報告されているデータを収集
した。都道府県の平均年間収入との相関係数の絶対値が 0.3 以上、または有意
な関連を示した指標を選択した（表Ⅱ-7）。因子分析法により地域の世帯特性を
反映する SES 関連指標の相互関連を見出し、潜在変数に SES 世帯特性名を付与
した。 
 
Ⅱ-2-2-3. 食品の消費パターン・SES 世帯特性の関連 
 食品の消費パターン・SES 世帯特性の関連は、潜在変数を構成する因子間に相
互関連が予想されたため、他の潜在変数の関連を調整する分析法は真の関連が
明確にされない可能性が考えられた。そこで本研究では、単相関分析により食
品の消費パターンと SES 世帯特性の直接的な関連を分析した。 
 
Ⅱ-2-2-4. 分析ソフト 
分析ソフトは SPSS Statistics20.0 を使用し、統計学的に有意な値は p<0.05
とした。 
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Ⅱ-2-3. 結 果 
Ⅱ-2-3-1. 潜在変数の作成 
Ⅱ-2-3-1-1. 食品の消費パターン 
先行の分析に用いた 32 食品に飲料、菓子類を含めた 40 食品の消費金額デー
タを使用し、因子分析法（一般化された最小 2 乗法、Kaiser の直接オブリミン回
転）により分析した結果、3 つの因子が抽出された(累計寄与率 53.65%)（表Ⅱ
-8）。食品の消費パターン名は、第１因子は生鮮野菜や生鮮魚介など生活習慣病
予防に寄与する食品 12) や乳製品の消費が多く、主食は米・めん類・パンと和洋
折衷の多彩な消費傾向の“多彩な消費パターン”（“ ”は潜在変数を示す）、第 2
因子は生鮮魚介・塩干魚介・米・みそなどの、わが国で日常的に摂取する習慣
のある伝統食材の消費が多く、パンは低消費の“パン低消費パターン”、第 3 因
子は卵・生鮮肉の消費が多い“野菜･果物低消費パターン”とした。 
 
Ⅱ-2-3-1-2. SES 関連指標における世帯特性 
13 種の SES 関連指標を使用し、因子分析法（一般化された最小 2 乗法、Kaiser
の直接オブリミン回転）により分析した結果、3 つの因子が抽出された(累計寄
与率 78.84%)（表Ⅱ-9）。SES 世帯特性名は、第１因子は完全失業率・母子世帯
率・離婚率・生活保護世帯数が多く、負の SES 関連要因が集積した年間収入の
少ない“低 SES 世帯”と付与した。第 2 因子は大学以上の学歴者の割合が低く、
人口密度の低い地域の“第一次産業型世帯”、第 3 因子は世帯人員及び 65 歳以
上世帯人員が多く、高齢夫婦のみ世帯割合の低さから“同居世帯”と付与した。 
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表Ⅱ-8 食品の消費金額における因子分析結果 (n=47) 
 
                                   児玉, 2013, 改編 28) 
第1因子 第2因子 第3因子
多彩な消費
パターン
パン
低消費パターン
野菜･果物
低消費パターン
菓子類 0.880 0.039 -0.094
牛乳 0.820 -0.256 0.188
他の調味料 0.792 -0.100 0.247
乾物･海藻 0.791 0.227 -0.275
生鮮野菜 0.762 0.325 -0.242
ヨーグルト 0.753 -0.002 -0.275
野菜の漬物 0.696 0.175 -0.398
他の調理食品 0.618 -0.083 0.031
生鮮魚介 0.618 0.373 0.120
米 0.539 0.407 0.298
めん類 0.502 -0.046 0.076
コーヒー・ココア 0.498 -0.234 -0.155
加工肉 0.327 -0.110 -0.221
食塩 0.018 0.844 -0.119
砂糖 -0.107 0.793 0.085
こんにゃく 0.191 0.764 -0.052
外食食事代 0.396 -0.759 -0.136
パン 0.566 -0.687 0.093
カレールウ 0.158 0.629 0.032
喫茶代 0.346 -0.607 0.072
マーガリン 0.282 -0.606 0.148
主食的調理食品 0.009 -0.590 -0.166
大豆加工品 0.371 0.585 0.058
酒類 0.246 0.567 -0.047
みそ -0.206 0.561 -0.109
塩干魚介 0.454 0.515 -0.078
ジャム 0.401 -0.450 -0.275
生鮮果物 0.400 0.447 0.098
飲酒代 -0.001 0.441 -0.205
卵 0.034 0.194 0.796
炭酸飲料 -0.214 0.378 -0.702
茶類 0.239 -0.003 -0.611
生鮮肉 -0.072 -0.449 0.597
しょう油 0.089 0.556 0.583
魚肉練製品 -0.110 -0.192 0.573
バター・チーズ 0.449 -0.096 -0.518
果物加工品 0.367 -0.146 -0.423
果実・野菜ジュース 0.446 -0.040 -0.362
ドレッシング 0.146 -0.260 -0.131
食用油 -0.293 -0.013 -0.306
寄与率(%) 24.03 19.94 9.68
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表Ⅱ-9 SES 関連指標における因子分析結果 (n=47) 
 
因子抽出法: 一般化された最小 2 乗法    回転法: Kaiser の直接オブリミン 
因子負荷の絶対値 0.35 以上を太字で示し、因子負荷が最大の数値を囲み線で示した 
児玉, 2013, 改編 28) 
 
Ⅱ-2-3-2. 食品の消費パターンと SES 世帯特性の関連 
 因子分析により得られた因子得点を使用し、潜在変数間の関連を相関分析に
より検討した。“低 SES 世帯”は“多彩な消費パターン”と強い負の有意な関連
を示し (r=-0.715)、“第一次産業型世帯”も“多彩な消費パターン”とは負の 
(r=-0.327)、“パン低消費パターン”とは正の有意な関連(r=0.793)を示した。“同
居世帯”は“多彩な消費パターン”(r=0.520)および“パン低消費パターン”
(r=0.337)の双方と正の有意な関連を示した（表Ⅱ-10）。 
 
表Ⅱ-10 食品の消費パターンと SES 世帯特性の単相関分析結果 (n=47) 
 
 スピアマン相関係数  * p<0.05, ** p<0.01                      児玉, 2013, 改編 28)  
第1因子 第2因子 第3因子
低SES世帯 第一次産業型世帯 同居世帯
完全失業率 0.984 0.067 0.204
母子世帯率 0.911 0.322 -0.003
離婚率 0.808 -0.225 -0.052
生活保護世帯数 0.805 -0.051 -0.153
年間収入 -0.718 -0.543 0.184
共働き世帯割合 -0.647 0.542 0.240
65歳以上世帯人員 -0.473 0.306 0.344
大学・大学院卒の者の割合 -0.063 -0.968 -0.047
人口密度 0.156 -0.843 0.071
就業機会充足率 0.438 0.700 0.029
高齢夫婦のみ世帯割合 -0.206 0.451 -0.875
世帯人員 -0.173 0.273 0.802
核家族世帯割合 0.265 -0.295 -0.521
寄与率(%) 41.83 25.73 11.28
多彩な消費パターン -0.715 ** -0.327 * 0.520 **
パン低消費パターン -0.162 0.793 ** 0.337 *
野菜･果物低消費パターン -0.007 0.244 -0.219
低SES世帯 第一次産業型世帯 同居世帯
食品の消費パターン
相関係数 相関係数 相関係数
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Ⅱ-2-4. 考 察 
Ⅱ-2-4-1. 食品の消費パターンと SES 世帯特性の関連 
年間収入とは正の関連を示した“同居世帯”は、多彩性があり質の高い食品
の消費傾向が示唆された。先行研究の質の高い栄養素の摂取が多い世帯ほど、
家計消費金額が高くなる関連を示した国の調査の二次解析結果 25)を支持した。
これに反し、“低 SES 世帯”の多い地域の食品の消費パターンは多彩性に劣る傾
向であり、Shohaimi ら 29)による住居地域の低 SES と野菜や果物の低消費の関連
は、個人の低 SES とは独立して認められた報告を支持するものであった。 
また、“多彩な消費パターン”と負の関連を示した炭酸飲料、生鮮肉、魚肉練
製品、食用油などは、“低 SES 世帯”の地域性において消費が多い傾向があり、
質に劣る食品消費の傾向が観察された。これらの食品は、糖質、飽和脂肪酸、
塩分量、脂質が多く、過剰消費は生活習慣病のリスクと関連する可能性も考え
られる 12)。さらに、米などの主食食品も低消費で家庭調理の少ない食事傾向か
ら、食の外部化の進展が示唆された。先の分析において、離婚率の高い地域性
と主食を含む食の外部化の直接的関連が明確にされたが、本結果で操作的に作
成した潜在変数から、離婚率の高い地域には、複数の負の SES 世帯要因が集積
することが明らかになった。すなわち、SES の低い地域性が構造的な決定要因と
なり、多彩性に劣り生鮮食品の少ない食の質に劣る消費を余儀なくされている
可能性が示唆された。 
 
Ⅱ-2-4-2. 低 SES 世帯への食の質向上の支援 
国の調査においても、経済的理由により家族が必要とする食料が購入不可能
であった経験をもつ、生活に困難を抱える世帯は 15.6%であったと報告されてい
る 30)。“低 SES 世帯”へは生鮮食品の消費を推奨し、食の質向上のための教育的
支援が必要である。しかし先行研究は、単に食の質向上の教育的支援のみでは
効果が得られにくく、環境面からの支援も重要であることを示唆している。SES
と食の質の関連は食品価格への認知により規定されやすい 31),32)との報告がある。
国の調査結果においても、生鮮食品の入手困難な理由として、「価格が高い」と
返答した者が最も多かったと報告されている 33)。海外の研究においても、心血
管疾患リスクの軽減に寄与する地中海食パターンは、低 SES であるほど遵守さ
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れておらず、肥満傾向であったと報告されている 34)。これらの状況は、健康づ
くりのための目標に野菜摂取量の増加を設定しても、背景の SES の影響により
目標達成が困難な世帯の多い地域が存在し、結果的に健康較差を拡大させる可
能性を示唆するものと考えられる。今後は背景因子の SES にも留意し、健康に
寄与する食品の低価格化による支援環境整備が望まれる。 
 
Ⅱ-2-4-3. 本研究の意義と今後の課題 
本研究は、より実際の食品の消費パターンを反映させるべく、複数の相互関
連のある食品を潜在変数として作成した。多彩性に劣る食品の消費パターンは、
生鮮食品の消費が少ない反面、疾患リスクとの関連が報告される栄養素を多く
含む食品の消費については、増加する傾向が明らかになった。 
また、SES 関連指標についても、これまでの食に関連する SES 研究の年間収入
や消費金額による単一指標の分析では得られない、相互関連を含む潜在変数を
作成し、分析を実施した。その結果、年間収入の低い世帯は“低 SES 世帯”お
よび“第一次産業型世帯”の双方に認められ、単一指標による評価では示され
ない世帯特性が明確になった。 
今後の研究課題として、主成分分析による食品消費の構造的な共通性を明確
にする分析を実施し、潜在変数名の正確性を高めることを目指したい。 
 
Ⅱ-3. 結 論 
本研究は地域単位の生態学的研究によるものであり、必ずしも個人や世帯の
食品の消費傾向と地域の SES の因果関係に相当するものとは言えないが、SES に
よる地域性が食の質に一定の影響を与える可能性は、定量的に明らかにされた。 
まず、近年の食の質との関連が予想された食の外部化に着目し、47 都道府県
の食品の消費金額を用いて 4 種の食の外部化指標を作成した。主食を含む調理食
品の中食(1)の消費が多い地域は、脂質エネルギー比率が高く、離婚率が高い地
域性と統計学的に有意な関連を示した。今後さらに食の質向上の支援環境整備に
向けて、科学的根拠を蓄積していく必要性が示唆された。 
次に、地域の食品の消費パターンと SES の関連について、指標間の相互関連を
含む潜在変数を作成し、分析した。複数の負の SES 世帯要因が集積する低 SES
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世帯数の多い地域は、生鮮食品が少なく多彩性に劣る食品の消費パターンの傾向
を示し、食品の消費は地域の SES により決定される可能性が、直接的な関連では
あるが定量的に明らかにされた。 
今後の食の質向上を目的とした支援環境整備において、地域の SES を考慮する
ことは、より効果的な健康戦略となる可能性が示唆された。さらに食品摂取パタ
ーンおよび SES の評価指標を開発し、関連構造を明確にしていくことの必要性が
示唆された。 
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第Ⅲ章 47 都道府県の食の質・社会経済的要因・健康指標との関連構造 
 
Ⅲ-1. 緒 言 
食の質が個人または地域の SES により決定されることについては、国際的には
科学的根拠が蓄積されてきている 1)～4)。所得や教育レベルの較差に関連する栄
養知識の差は、健康的な食品購入行動に影響を及ぼし 3)、子供の野菜・果物の摂
取量は両親の SES によって決定される間接的な関連も報告されている 4) 。 
国内の食と SES の関連を検討した研究は、希少ではあるが増加している。平成
22 年度 5) ～23 年度 6) の国民健康栄養調査においては、世帯を所得により 3 群に
分け、野菜および果物の生鮮食品の摂取量が高所得層で有意に多かったと報告し
ている。また、Fukuda ら 7) は国民健康･栄養調査と家計調査の 2 次解析から、質
の高い栄養素が高摂取であるほど家計消費金額が高くなる傾向を報告している。
わが国でも生鮮食品など質の高い食品の摂取量は、SES に決定される傾向が明確
にされてきている。しかしながら、先行研究は指標間の相互関連を調整した直接
的関連の分析が多く、主観的健康感および客観的健康指標（以下「健康指標」と
記述する）への影響を含めた関連構造は必ずしも明確にされていない。 
本論文の第Ⅱ章においては、47 都道府県を分析対象とした生態学研究結果か
ら、主食を含む調理食品の中食(1)の消費パターンは、高脂質エネルギー比率お
よび離婚率が高い地域性と関連する可能性が明らかになった。また、潜在変数の
“低 SES 世帯”と生鮮食品を含む“多彩な消費パターン”は、強い負の関連を示
す傾向も認められた。しかし第Ⅱ章の結果は、“低 SES 世帯”と食品の消費パタ
ーンの 2 項の直接的関連は示せたが、健康指標への構造的な関連は明確にされて
いなかった。SES を基盤とした健康指標との関連に、食の質が仲介的役割をどの
程度果たすのかという定量的な関連構造については、さらに明確にする必要性が
あると考えた。 
そこで本章では、SES を基盤とした食の質および健康指標との関連構造を、全
国を概観する 47 都道府県単位において明確にすることを目的とした。WHO の健
康の社会的決定要因の概念図 8) を参考にすると、完全失業率や年間収入による
SES を基盤とし、物的環境の食の質を中間決定要因とした健康への影響の関連構
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造を、47 都道府県において明確にすることである（図Ⅲ-1）。本章の関連構造を
示す仮説モデルを（図Ⅲ-2）に示した。 
                   Commission on Social Determinants of Health, FINAL REPORT 8)より著者改編 
 
図Ⅲ-1  WHO 健康の社会的決定要因 概念図 
 
 
 
図Ⅲ-2 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造仮説モデル 
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Ⅲ-2. 研究方法 
Ⅲ-2.1. 分析対象 
第Ⅱ章と同様の総務省の平成 21 年度（2009 年)「全国消費実態調査」の結果
から、47 都道府県の 2 人以上世帯（50,836 世帯）の月間食品消費金額（全国平
均金額で調整）を分析に用いた。 
 
Ⅲ-2-2. 分析に用いた指標の作成 
関連構造を検討するための分析に用いた複数の要因からなる潜在変数は、第Ⅱ
章の因子分析結果を参考に作成した。 
食の質は、“食の質の高さ”および“食の質の低さ”の 2 種類の潜在変数を
作成した。SES と食の質に関連する先行研究においては、野菜、果物、全粒粉の
食物繊維の多い食品などの疾患予防に寄与する質の高い食品を分析に用いる報
告が多かった 1)～4)。しかしながら、糖質の多い清涼飲料水やクッキーなどの質
の低い食品 9) と SES の関連を、質の高い食品との関連も含め同時に分析し、ど
ちらの食の質の影響が大きいか比較した報告は見当たらなかった。そこで本研究
では、食の質を構成する食品を 2 種類に分け、分析することとした。 
食の質の潜在変数を構成する食品群の選択は、日本人の食事摂取基準（2015
年）10)および WHO と Food and Agriculture Organization(FAO) の慢性疾患予防
のための目標量 11) に提示のある栄養素および食品を参考に選択した。 
“食の質の高さ”を構成する食品は、先行研究 1)において質の高い食品として
分析に用いられ、WHOと FAOの報告書 11)で摂取が推奨される生鮮野菜を選択した。
また、日本人の食事摂取基準10)において目標量が設定されている栄養素のうち、
食物繊維を多く含む乾物・海藻および不飽和脂肪酸を多く含む生鮮魚介を選択し
た。 
WHO と FAO は自然界に存在する食品中の糖分以外に、製造者や調理員が添加し
た糖分(“free sugar”) 11) の多量摂取は、慢性疾患と高エネルギー摂取に関連
すると指摘しており、食事の総エネルギー量に占める糖分の割合を 10%以下にす
ることを推奨している。“free sugar”が多く含まれる食品としてソフトドリン
クを挙げており 11)、日本人の食事摂取基準においても、「甘味飲料の多量摂取
と肥満の関連」10)を指摘している。よって本分析に用いる潜在変数の“食の質の
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低さ”を構成する食品として、一般的に糖分を多く含むソフトドリンクのカテゴ
リーに入る炭酸飲料を使用することとした。また、もう一方の“食の質の低さ”
を構成する食品は、慢性疾患予防のための目標とすべきエネルギー摂取比率が提
示されている 10),11) 油脂を用いることとした。 
SES 関連指標の潜在変数は、第Ⅱ章の因子分析結果の“低 SES 世帯”を構成す
る指標のうち、年間収入と負の関連 12) を示した完全失業率・母子世帯率・離婚
率・生活保護世帯数を、潜在変数“低 SES 世帯”の指標とした。 
健康指標を示す潜在変数を構成する指標として、わが国の健康寿命の算出に用
いられている国民生活基礎調査の「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何
か影響がありますか」という質問による「日常生活影響者率」13)を客観的健康指
標とした。主観的健康指標として、入院を除いた健康状態における自覚症状のあ
る者の割合の「有訴者率」14)を使用し、潜在変数名を“健康寿命の短縮”とした。 
 
Ⅲ-2-3. 分析方法 
47 都道府県と対象とした SES を基盤とした食の質および健康感との関連構造
は、共分散構造分析を用いて分析を実施した。分析ソフトは、SPSS 21.0, 
AMOS21.0 for Windows を使用し、統計学的有意水準は 5%未満とした。モデルの
適合度指標は、CFI, NFI は>0.9, RMSEA<0.05, CMIN の確率は大きく、AIC は小
さい数値を基準とした。 
 
Ⅲ-3. 結果 
“低 SES 世帯”を基盤とした“健康寿命の短縮”への関連構造をみると（図Ⅲ
-3）（表Ⅲ-1）、“低 SES 世帯”から“食の質の高さ”への直接的関連（標準
化推定値：－0.734）は負の有意な関連を示し、“食の質の低さ”へは正の有意
な関連（0.640）が認められた。さらに“健康寿命の短縮”への直接的関連は、
“食の質の高さ”からの負の関連（－0.696）のみ有意であり、“低 SES 世帯”
から“健康寿命の短縮”への直接的関連（－0.534）は有意ではなかった。 
 なお、本モデルの適合度指数は CFI=0.809, NFI=0.738, RMSEA=0.190 であり、
“健康寿命の短縮”に影響を与える要因の 42％を説明し得るものであった。し
かしデータ数が 47 と小さかったため、適合度は必ずしも高くはなかった。 
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                                                                            Kodama, 2013, 改編 15) 
図Ⅲ-3 健康寿命の短縮を決定する食の質の高低および 
低 SES 世帯との共分散構造分析結果 
 
 
表Ⅲ-1 健康寿命の短縮を決定する関連構造の標準化推定値(n=47) 
 
Kodama, 2013, 改編 15) 
 
 
標準化効果 標準化推定値
直接効果
低SES世帯→食の質の高さ -0.734
低SES世帯→食の質の低さ 0.640
低SES世帯→健康寿命の短縮 -0.534
食の質の高さ→健康寿命の短縮 -0.696
食の質の低さ→健康寿命の短縮 -0.432
間接効果
低SES世帯→食の質の高さ→健康寿命の短縮 0.511
低SES世帯→食の質の低さ→健康寿命の短縮 -0.277
低SES世帯→健康寿命の短縮 0.235
総合効果
低SES世帯→健康寿命の短縮 -0.300
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Ⅲ-4. 考 察 
Ⅲ-4-1. 低 SES 世帯を基盤とした食の質の高さと低さとの間接的関連 
本研究の 47 都道府県を対象とした生態学研究においては、離婚率や母子世帯
率の高い“低 SES 世帯”が多い地域は、日常生活への影響者率や有訴者率によっ
て構成された“健康寿命の短縮”に直接影響を与えるよりも、生鮮野菜などの質
の高い食品の消費が少ない状況を経由する、間接効果が大きい傾向が明確にされ
た。すなわち、食の質が SES と健康寿命の関連を仲介する関連構造が定量的に示
され、Miyaki ら 16) の大企業職員の SES とうつ症状の関連を、葉酸の摂取量が仲
介する可能性があるという報告を支持した。また、Panagiotakos ら 17) の低 SES
の人々の心血管疾患リスクに、地中海食への遵守度の低さが仲介する可能性を指
摘した研究結果も、本研究の低 SES 世帯の多い地域は生鮮野菜や魚介類は低消費
の傾向を示した状況と一致した。 
炭酸飲料や油脂などの質に劣る食品消費は、予測どおり“低 SES 世帯”の増加
と正の関連を示したが、“健康寿命の短縮”への影響は有意ではなく大きいもの
ではなかった。Marmot ら 18) は、英国の低 SES の集団における心疾患リスク上
昇は、食物繊維の多い食品の低摂取や、糖質の多い精製食品の高摂取による影響
が大きい一方で、飽和脂肪酸との関連は認められなかったと分析している。さら
に、低 SES 世帯と低価格・高エネルギー食品などの質に劣る食品選択との関連が
報告されている 19)。本生態学研究においても、健康への影響は認められない程
度ではあっても、先行研究と同様に、“低 SES 世帯”の増加とともに質に劣る食
品消費も増加する傾向が明確にされた。 
 
Ⅲ-4-2. 健康寿命の短縮を決定する食の質・低 SES 世帯との関連構造 
本結果は、47 都道府県を対象とした生態学的な分析であり、必ずしも SES を
基盤とした食の質および健康指標との因果関係を明かにしたとは言えない。し
かしながら、先行研究における SES と健康指標および SES と食の質との 2 項間
の直接的関連に加え、食の質の間接的関連の大きさを示す関連構造を定量的に
明確にしたことは、本論文の新規性であろう。 
White ら 20) は、英国の低 SES と健康寿命の短さの直接的関連を報告している
が、本結果から質の高い食品消費へのアクセスが困難な状況が、間接的に健康寿
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命短縮に影響を及ぼす可能性が示された。また、本研究において分析に使用した
「全国消費実態調査」は、調査方法が家計簿による報告であることも、SES と食
の質の関連を強くした一因であると推察された。すなわち、家計簿はわが国では
一般的に世帯の主婦層が作成する傾向があり、本結果は女性の SES と食の質の関
連が、男性と比較し強い傾向にあると報告した先行研究 21), 22）を支持するものと
考察した。米国の国民健康栄養調査 22) においても、女性や年齢階層の高い層の
食生活状況は、男性や若い層と比較し優れている傾向が報告されており、女性の
食への関心の高さを反映した結果と推察された。 
以上の結果から、疾患予防や疾患リスク低下に寄与する食品 11)の消費は、SES
と健康指標の関連の中間決定要因となる可能性が示された。今後の健康寿命延伸
を目指した食の質向上への支援環境整備は、SES への配慮と連動させ実施する必
要性が示唆された。 
 
Ⅲ-5. 結論および結果モデルの提示 
本研究は、食の質と SES および健康指標との構造的な関連を地域単位で明ら
かにすることを目的に、47 都道府県を対象に共分散構造分析を用いて分析を実
施した。研究結果モデルを図Ⅲ-4 に示した。 
“低 SES 世帯”の多い地域は、質の低い食品消費の増加よりも、質の高い食品
消費の減少を経由し、健康寿命短縮に間接的に影響を及ぼす傾向が、横断研究
において生態学的に明確にされた。今後は食の質を高める教育的支援のみなら
ず、生鮮食品の低価格設定などによる支援環境整備と連動させ、低 SES 世帯を
優先的な支援対象とした栄養・食の支援策を講じる必要性が示唆された。 
第Ⅱ章および第Ⅲ章において、食の質が低 SES と健康指標の中間決定要因と
して影響が大きい傾向が示されたことを受け、今後は低 SES の地域に居住する
住民を対象に、生態学研究の結果を実証する研究が必要と考える。また、因果
関係を明確にするためには、対象者を経年的に追跡する縦断研究の実施が必要
である。第Ⅳ章以降は、低 SES の地域住民を対象に実施した縦断研究データを
活用し、食の質と決定要因との関連構造を、性年齢階層別に明らかにしていく
ことを課題とした。 
 
和洋女子大学大学院総合生活研究科 
 
62 
 
 
 
 
* p<0.05, ** p<0.01                  数値は共分散構造分析の標準化推定値を示す。 
矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
 
図Ⅲ-4 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造結果モデル 
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そこで本研究は、中年期の 5 年後生存を予測する男女別・年齢階層別の食の
質の評価指標を、主要食品群の多様性評価により作成することを目的とした。 
 
Ⅳ-2. 研究方法 
Ⅳ-2-1. 調査対象者 
東京都 A 区の中年期（40～64 歳）地域住民の生存を 5 年間追跡調査した縦断
調査データを用いた。第Ⅳ章では、5 年後に生存死亡状況の把握が可能であった
4,443 人のベースライン時（2003 年）のデータおよび 5 年後生存日数を使用し、
解析をした。調査内容の詳細は、第Ⅰ章に示した通りである。 
 
Ⅳ-2-2. 調査項目 
対象者のベースライン時における特性として、中年期の健康を規定する BMI、
喫煙、既往症を把握した（表Ⅳ-1）。食事の多様性評価に用いた食品群別摂取
頻度調査は、東京都老人総合研究所（現・東京都健康長寿医療センター研究所）
が行った調査 12) を参考にした。調査開始時点（2003 年）の摂取食品群から先行
研究 4), 7)を参考に、魚介類、肉類、卵、豆腐・納豆・大豆製品等、牛乳・乳製
品、海藻類、果物、いも類、緑黄色野菜を選択し、野菜類は緑黄色野菜と栄養
成分が異なる淡色野菜も分析に加えた。さらにわが国で常食されている小魚類
を加えた 11 食品群を分析対象とした。1 週間の摂取頻度について、「ほぼ毎日
食べている」:5 点、「週 5～6 日食べている」:4 点、「週 3～4 日食べている」: 
3 点、「週 1～2 日食べている」:2 点、「ほとんど食べていない」:1 点を配点し、
食品群摂取頻度得点とした。食事の多様性に寄与する可能性の高い主要食品群
は、対象者の生存日数と正の有意な関連(p<0.05)を示した食品群とした。 
 
Ⅳ-2-3. 分析方法 
5 年後生存者と死亡者の、性別年齢階層別の主要食品群の多様性と 5 年後生存
との関連を統計学的に検定する方法として、スコアの有意差検定には対応のな
い t検定、食品群別の摂取頻度割合の分布の有意差検定は、ピアソンのχ2検定、
主要食品群のスコアと累積生存率の関連は、Kaplan-Meier 法を用いた。統計学
的有意水準は 5%未満とし、分析ソフトは SPSS 21.0 for Windords を使用した。 
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Ⅳ-3. 結 果 
Ⅳ-3-1. 主要食品群からみた食事の多様性と 5 年後生存の関連 
Ⅳ-3-1-1. 「主要食品群の多様性スコア」 
 2003 年の食品群摂取頻度得点と 5 年間の生存日数に有意な正の関連を示した
食品群は、牛乳・乳製品、緑黄色野菜、淡色野菜、いも類、肉類、果物、海藻
類の 7 食品群であった（表Ⅳ-2）。これらの 7 食品群の得点の合計を、「主要
食品群の多様性スコア」（7～35 点）と操作的に定義した。尺度の信頼性を示す
7 食品群のクロンバックα係数は、0.776 であった。 
 
表Ⅳ-2 2003 年食品群摂取頻度と 5 年後生存日数との関連 (n=4,443) 
   
  Kendall の順位相関係数   * p <0.05, ** p <0.01,  *** p <0.001 
                                              児玉, 201413) 
 
Ⅳ-3-1-2. 性別・年齢階層別にみた生存死亡者別の「主要食品群の多様性スコア」 
7 食品群から構成された「主要食品群の多様性スコア」（以下「多様性スコア」）
の平均値について、5 年後生存者が死亡者と比較し有意に高かったのは 60 歳代
であり、60 歳代男性生存者では 20.8(SD5.3）、男性死亡者では 18.2(SD5.7)、
女性生存者では 24.4(SD4.7)、女性死亡者では 19.5(SD7.9))であった（表Ⅳ-3）。
また、男女合計では 40 歳代以外の年齢階層において、5 年後生存者と死亡者の
スコアに有意差が認められ、50 歳代生存者では 22.4(SD5.5)、50 歳代死亡者で
は 20.0(SD5.9)、60歳代生存者では 22.9(SD5.3)、60歳代死亡者では 18.4(SD6.0)
食品群
牛乳・乳製品 0.046 **
緑黄色野菜 0.045 **
淡色野菜 0.045 **
いも類 0.039 **
肉類 0.039 **
果物 0.039 **
海藻類 0.033 *
主要食品群の多様性スコア　 0.054 ***
豆腐・納豆・大豆製品等 0.023
小魚類 0.014
魚介類 0.002
卵 -0.015
生存日数との
相関係数
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であった。最も多様性スコアが高く主要食品群を多様に摂取する傾向を示した
のは、女性の 60 歳代生存者(24.4(SD4.7))、最も多様性スコアが低かったのは
男性の 60 歳代死亡者(18.2(SD5.7))であった。全ての年齢階層において、女性
は男性と比べて多様性スコアが高く、食事に多様性が認められた。また、生存
者は年齢階層が高いほど多様性スコアは上昇する一方、死亡者は年齢階層が低
いほど多様性スコアは高かった。 
 
表Ⅳ-3 性別・年齢階層別にみた主要食品群の多様性スコアの比較 (n=4,443) 
（単位スコア, ( )内 SD) 
 
生存者と死亡者の平均値比較 （対応のないｔ検定）      * p<0.05   *** p<0.001 
                                       児玉, 201413) 
 
Ⅳ-3-2. 主要食品群の摂取頻度割合と 5 年後生存の関連 
5 年後生存者と死亡者の摂取頻度割合の分布に有意差が認められた食品群は、
男性は 50 歳代の緑黄色野菜と 60 歳代の果物（表Ⅳ-4）、女性は 50 歳代の緑黄
色野菜、いも類、海藻類、60 歳代の果物であった（表Ⅳ-5）。緑黄色野菜につ
いては、週 3 日以上食べている 50 歳代男女の割合は、5 年後生存者の方が死亡
者と比較し高く、50 歳代男性生存者では 64.5%、男性死亡者では 36.4%、50 歳
代女性生存者では 85.1%、女性死亡者では 50.0%であった。しかし「ほぼ毎日食
べている」割合に限定すると、男女共に 50 歳代の死亡者は 5 年後生存者より緑
黄色野菜を毎日食べている割合が高い傾向が認められ、50 歳代の男性生存者で
は 17.7%、男性死亡者では 22.7%、女性生存者では 34.6%、女性死亡者では 37.5%
であった。さらに 50 歳代男性は、淡色野菜および肉類以外の 5 種類の食品群に
おいても、「ほぼ毎日食べている」割合は死亡者の方が 5 年後生存者よりも高
い傾向が認められた。 
 
 
19.9 (4.7) 20.1 (2.1) 20.4 (5.2) 19.4 (5.1) 20.8 (5.3) 18.2 (5.7)
23.3 (4.8) 24.0 (0) 24.1 (5.0) 21.8 (8.6) 24.4 (4.7) 19.5 (7.9)
21.8 (5.1) 20.6 (2.5) 22.4 (5.5) 20.0 (5.9) 22.9 (5.3) 18.4 (6.0)
男性
女性
合計
40～49歳 50～59歳 60～64歳
生存 死亡 生存 死亡 生存 死亡
*
*
****
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Ⅳ-3-3. 主要食品群の多様性スコア別にみた累積生存率の比較 
 対象者を 5 年前の主要食品群の多様性スコアにより 3 群に分け、群間の累積
生存率を比較した（図Ⅳ-1）。中年期の男女合計の累積生存率は、最も多様性
スコアの低い群と比較し、多様性スコアの高い群ほど累積生存率が有意に高く
維持されていた。性別・年齢階層別においては、同様に多様性スコアの最も高
い群の累積生存率は高く維持されていたが、統計学的な有意性は認められなか
った。特に死亡者の割合が少ない 40 歳代女性および 50 歳代女性の累積生存曲
線は、累積生存率が明確に反映されていなかった。 
 
Log Rank検定による全体の比較： p<0.01  児玉, 2014, 改編13) 
図Ⅳ-1 主要食品群の多様性スコアにおける生存曲線の比較 (n=4,443) 
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Ⅳ-4. 考 察 
Ⅳ4-1. 主要食品群からみた食事の多様性と 5 年後生存の関連 
Ⅳ4-1-1. 「主要食品群の多様性スコア」 
 「主要食品群の多様性スコア」は、対象者の生存日数と有意な正の関連を示
した牛乳・乳製品、緑黄色野菜、淡色野菜、いも類、肉類、果物、海藻類の摂
取頻度スコアを合計し作成した。これらの主要食品群は、総死亡率との関連を
報告した Kant ら 4) が多様性評価に用いた食品群の乳製品、肉類、果物、野菜を
支持するものであった。野菜や果物の植物性食品については、がん予防 1) や心
血管疾患 2) などの生活習慣病のリスク低下 14)との関連も報告されており、中年
期の 5 年後生存を予測する指標として妥当である可能性が示唆された。 
また、肉類および牛乳・乳製品の動物性たんぱく質や脂質に富む食品群は、
わが国の平均寿命が 50 歳以上となった昭和 22 年（1947 年）以降、1 人 1 日当
たりの摂取量が増加した食品群であり 15)、中年期の 5 年後生存に寄与する主要
食品群としての妥当性は高い可能性がある。 
 
Ⅳ4-1-2. 性別・年齢階層別にみた生存死亡者別の「主要食品群の多様性スコア」 
 5 年後生存者と死亡者の多様性スコアの年齢階層差に寄与したのは、60 歳代
であった。その理由として、生存者と死亡者の食事の多様性の傾向の違いが関
連していた。生存者は年齢階層が高いほど食事に多様性が認められ、先行研究
の結果 4),11)を支持した。死亡者においては年齢階層が低いほど食事の多様性は
保たれていたため、本研究の 60 歳代の 5 年後生存者と死亡者の多様性スコアに
有意な差が生じた一方で、40、50 歳代における両者の多様性スコアの差は大き
くはなかったと考察された。 
 また、本研究のベースライン時において、40 歳代の約 4 割、50 歳代の約 5 割、
60 歳代の約 6 割の対象者は、5 年前に病気にかかっていると回答しており、年
齢階層が 1 つ上がるごとに疾病が約 1 割増加する傾向であった。すなわち 60 歳
代の生存者は、約 6 割の人が何らかの疾病を認識しているにもかかわらず、主
要食品群を多様に摂取していることが、死亡者とのスコアの差の有意性を高め
た一因であったと推定される。さらに小林ら 11) の中年期男女約 9 万人を対象と
した調査によると、1 日に摂取する食品に多様性のある人ほど健康的な生活習慣
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があり、生活を楽しいと感じていたという。本調査に協力した対象者も同様に、
健康意識の高い集団であったことが示唆され、分析結果に影響を及ぼしている
可能性も考慮しなければならない。 
 
Ⅳ-4-2. 主要食品群の摂取頻度割合と 5 年後生存の関連 
50 歳代男性の 5 年後生存者においては、死亡者に比べて 5 年前の主要食品群
の摂取に多様性が認められたものの、有意な差ではなかった。その理由として、
50 歳代男性死亡者の 87.0％の者が、ベースライン時に病気にかかっていると回
答していたにもかかわらず、主要食品 7 群中 5 群を「ほぼ毎日食べている」割
合が 5 年後生存者よりも高い傾向であり、両者のスコアの差の縮小に影響を及
ぼしていた可能性がある。 
また、40 歳代は男女ともに死亡者の方が多様性スコアは高かった。多様な食
品摂取による過剰摂取が、肥満につながるという報告 16)もあり、本研究の 40 歳
代の死亡者は食事量が多い可能性もある。しかしながら死亡者の BMI 判定にお
いては、18.5 未満の痩せの者の割合が生存者と比較し大きかったことから、死
亡者の食事の多様性は量的に多い食事傾向によるというよりも、質的に優れて
いたことによると推察された。その背景要因としては、死亡者は生存への危機
感から、より望ましいとされる食行動をしていた可能性も考えられ、生存にお
ける規定要因として、食事療法とともに食事以外の要因を検討すべき必要性が
示唆された。 
 
Ⅳ-4-3. 主要食品群の多様性に関連する今後の研究課題 
本研究では「主要食品群の多様性スコア」が高いほど、5 年間の累積生存率が
高く維持される傾向を縦断調査の結果から明らかにし、主要食品群の多様性を
生存予測妥当性の高い可能性のある指標として示したことが、本研究の新規性
である。しかしながら本研究で用いた摂取頻度調査 7), 8), 12) は、簡便に食事全
体の質を評価する指標の１つであり 5) 、食事の量的な側面と定量化は明らかに
できていないため、普遍性には限界があることも考慮しなければならない。 
さらに本研究は主要食品群の多様性と 5 年後生存の直接的な関連を分析した
ものであり、社会経済的要因などの間接的に影響を及ぼす可能性のある要因と
和洋女子大学大学院総合生活研究科 
 
75 
 
の関連 17), 18) については、今後の課題として残された。平成 23 年度の国民健康･
栄養調査 19) において、世帯の年間収入 600 万円以上の世帯員と比較し 200 万円
未満の世帯員では、本研究の主要食品群のうち、男性の野菜および男女の果物
と肉類の摂取量は有意に少なかったと報告されている。Fukuda ら 20)の報告にお
いても家計消費量の多い世帯ほど、栄養素摂取量の質は高い傾向であった。こ
れらの結果から、本研究の主要食品群の多様性においても、世帯や個人の社会
経済的要因が関連していることが示唆された。 
Hoshi ら 21) は、高齢者を対象に食生活と健康寿命との関連を 3 年ごとに追跡
調査し、その後 6 年間の生存を追跡し、教育レベルや年間収入の社会経済的要
因が、両者の関連の交絡要因である可能性を指摘しており、精神的要因を含む
身体・社会的健康の三要因との構造的な関連について明らかにしている。前述
の本研究の 60 歳代の健康意識の高さや、40、50 歳代の精神的要因が、主要食品
群の多様性と 5 年後生存とどのような構造的な関連がみられるのかを、さらに
明らかにしていくことが、今後の研究課題である。 
 
Ⅳ-5. 結 論 
中年期の 50、60 歳代の 5 年後生存者は、死亡者に比べて 5 年前の主要食品群
の摂取に多様性が認められ、生存者と死亡者では、性別、年齢別にみて異なる
食事特性が明らかになった。主要食品群の多様性は、中年期の累積生存率の維
持に関連し、5 年後生存の予測妥当性の高い指標である可能性があり、食の質の
評価指標としても有用であることが示唆された。 
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第Ⅴ章 中年期の 5 年後生存にみる食の質・社会経済的要因・ 
健康指標との関連構造    －死亡者の追跡研究－ 
 
Ⅴ-1. 緒 言 
 食と健康関連リスクの強固な関連は、様々な交絡要因が存在する可能性が高
く、年間収入や教育レベルの社会経済的要因が、食と健康要因の関連を決定す
る可能性があることは、パブリックヘルスの共通認識となってきている 1), 2)。
Mejean ら 3) は、オランダの中高年男女約 3.3 万人を 12 年間追跡した結果から、
教育と職業の低い階層における心血管疾患および脳卒中の罹患・死亡リスク上
昇に、食が性・年齢とは独立して最も強い中間決定要因であったと報告してい
る。 
国内の食と SES および健康要因の研究は、Miyaki らの就業者 2,266 人を対象
とした職場の SES とうつ症状に葉酸摂取量が仲介していた報告 4)や、職場の SES
と血圧に食塩摂取量が関連していたという報告 5)などがある。しかしながら、こ
れらは横断調査による生存者を対象とした研究であり、因果関係としては十分
とはいえない。縦断調査により対象者の時間的推移による変化を追跡し、基盤
となる背景要因を含め構造的に明らかにすることが必要である。また、SES と健
康指標との構造的な関連に性差があり、食の質向上を目的とした支援環境整備
は性差を考慮することにより、実効性が高まる可能性もあると考える。 
Hoshi ら 6)は、高齢者を対象に 3 年ごとに同一人を追跡調査し、6 年間の生存
を追跡した結果から、年間収入や教育レベルの SES が食生活と健康寿命の関連
の交絡要因である可能性を、構造的な分析により指摘している。藤井ら 7)は、要
介護状態にない高齢者を 6 年間追跡し、食生活状況が SES を基盤とした健康三
要因（身体的、精神的、社会的健康）に決定される関連構造を示している。 
そこで本研究は、中年期を対象に 5 年間の生存状況を追跡した縦断調査デー
タを使用し、5 年後生存に関連する食の質・SES・主観的健康感・客観的健康指
標（以下「健康指標」と記述する）との関連構造を男女別に明らかにすること
を目的とした。関連構造が明らかになることにより、中年期の早世予防に寄与
する食の質向上の支援環境整備において、支援すべき対象特性を明確にするこ
とが期待できる。研究仮説モデルを図Ⅴ-1 に示した。 
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図Ⅴ-1 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造仮説モデル 
 
Ⅴ-2. 研究方法 
Ⅴ-2-1. 調査対象者 
第Ⅳ章と同様の東京都 A 区の中年期（40～64 歳）地域住民である。本章では、
5 年後に生存死亡状況の把握が可能であった対象者 4,443 人のうち、ベースライ
ン時（2003 年）に年間収入金額（12 選択肢）に回答が得られた対象者から、「答
えたくない」とした者を除外した 3,789 人を解析対象とした。 
 
表Ⅴ-1 生存・死亡状況別の性年齢階層別の対象者数 
 
 
Ⅴ-2-2. 調査項目 
 本研究は中年期の地域住民を対象に、ベースライン時（2003 年）と 5 年後追
跡時（2008 年）のデータを用い、関連構造を解析するため、以下のように操作
的に変数を作成した。 
生存 死亡 生存 死亡 生存 死亡 生存 死亡
508 3 808 21 453 22 1,769 46
(99.4%) (0.6%) (97.5%) (2.5%) (95.4%) (4.6%) (97.5%) (2.5%)
542 1 871 5 551 4 1,964 10
(99.8%) (0.2%) (99.4%) (0.6%) (99.3%) (0.7%) (99.5%) (0.5%)
合計 1,054 (27.8%) 1,705 (45.0%) 1,030 (27.2%) 3,789 (100.0%)
男性
女性
40～49歳 50～59歳 60～64歳 全年齢階層
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5 年後生存との関連からみた食の総合的な評価が、食の質的状況を反映すると
考え、2003 年度の多様性のある食事内容と食行動の評価を“03 食の質” 
（“”は潜在変数を示す）とした（表Ⅴ-2）。多様性のある食事内容の評価項
目には、第Ⅳ章において 5 年後累積生存率との有意な関連を報告した「主要食
品群の多様性スコア」（以下「多様性スコア」）8)を用いた。本研究の年間収入
に返答が得られた人を対象に、生存日数と有意な関連を示した 6 食品群（牛乳・
乳製品、緑黄色野菜、淡色野菜、いも類、果物、肉類）の摂取頻度得点を合計
した（6～30 点）。内的整合性の Cronbach のα信頼係数は、0.727 であった。 
食行動を評価する変数は、15 種類の食事の行動面の評価に関連する項目を用
いた。食事内容の配点方法と同様に、生存日数と有意な関連を示した質問をス
コア化した。生存日数と正の関連を示した質問は、はい（1 点）、いいえ（0 点）
と配点し、「望ましい食行動」とした。負の関連を示した質問は、いいえ（1 点）、
はい（0 点）と配点し、「不良な食行動」とした。「食行動スコア」は、「望ま
しい食行動」と「不良な食行動」の合計点（0～8 点）により算出した。8 食行
動の内的整合性の Cronbach のα信頼係数は、0.470 であった。 
さらに“食の質”を構成する多様性スコアと食行動スコアの妥当性を検討す
るため、各スコアを 3 分位にして累積生存率を用いて比較したところ、両スコ
アともに有意にスコアの高い群ほど累積生存率も維持した（図Ⅴ-2, Ⅴ-3）。 
SES を反映する観測変数は、先行研究をふまえ 9)、年間収入金額の選択肢の中
央値を家族数の平方根で除した「等価収入」を算出した。“健康指標”は、ベ
ースライン時の主観的健康感と、客観的健康指標として 5 年後生存日数を変数
とした。主観的健康感の質問文は、「あなたは現在の健康状態をどのように感
じていますか」とし、健康である（4 点）・まぁまぁ健康である（3 点）・あま
り健康でない（2 点）・健康でない（1 点）を配点した。調査項目における対象
者の性別・年齢階層別の比較を表Ⅴ-3 に示した。 
 
Ⅴ-2-3. 分析方法 
分析ソフトは SPSS 21.0, AMOS21.0 for Windows を使用し、統計学的有意水
準は 5%未満とした。モデルの適合度指標は、CFI, NFI は>0.9, RMSEA<0.05, CMIN
の確率は大きく、AIC は小さい数値を基準とした。 
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表Ⅴ-2 “食の質”を構成する主要食品群の多様性スコア・食行動スコアと 
5 年後生存日数との相関分析結果 (n=3,789) 
 
  相関係数 スコア 
食品群摂取頻度   
 牛乳・乳製品 0.056 ** 5 点：ほぼ毎日 
 緑黄色野菜 0.045 ** 4 点：週 5～6 日 
 淡色野菜 0.045 ** 3 点：週 3～4 日 
 いも類 0.039 ** 2 点：週 1～2 日 
 果物 0.039 ** 1 点：ほぼ食べていない
 肉類 0.032 *   
主要食品群の多様性スコア  0.060 ** 6～30 点 
 海藻類 0.030    
 豆腐・納豆・大豆製品等 0.027   
 魚貝類 0.009  スコア対象外 
 小魚類 0.006   
 卵 -0.017    
食行動   
望ましい食行動      
 自分で食事の準備をする 0.048 ** 1 点：はい 
 食事や栄養の必要な情報を得ている 0.039 * 0 点：いいえ 
 多様な食品をとっている 0.038 *   
 食事は決まった時刻にとっている 0.036 *   
 ビタミン剤や健康食品をよく利用する 0.033 *   
不良な食行動    
 好き嫌いがはげしい -0.076 ** 1 点：いいえ 
 欠食が多い -0.060 ** 0 点：はい 
 食欲がないことが多い -0.048 **   
食行動スコア 0.065 ** 0～8 点 
 間食をすることが多い 0.026   
 ダイエットをしている 0.020   
 自分に適切な食事内容・量を知っている 0.013   
 外食をすることが多い -0.029  スコア対象外 
 調理食品やインスタントをよく利用する -0.026   
 食事には十分な時間をとっている -0.007   
 食事の量は適量である -0.005    
 
Kendall の順位相関係数 * p<0.05  ** p<0.01 
信頼係数α： 主要食品群の多様性スコア (0.727), 食行動スコア (0.470) 
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            Log Rank 検定による全体の比較 p<0.01 
図Ⅴ-2 主要食品群の多様性スコアの 3 分位の生存曲線 (n=3,789) 
 
          Log Rank 検定による全体の比較 p<0.001 
 図Ⅴ-3 食行動スコアの 3 分位の生存曲線 (n=3,789) 
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Ⅴ-4. 考 察 
共分散構造分析により明確にされた中年期の 5 年後生存にみる食の質・社会
経済的要因・健康指標の関連構造は、女性の等価所得の SES は“食の質”への
直接効果も大きく、先行の高齢者を対象とした Hoshi ら 6) や藤井ら 7) のモデル
を支持し、対象世代を変えた外的妥当性を高めるものであった。女性の SES と
食との直接効果が男性よりも大きい背景には、わが国では女性は男性と比較し
専業主婦が多いことが、影響をおよぼしているのではないかと推察された。す
なわち、食品購入および世帯の食費管理は、女性が役割を担っている傾向があ
り、女性の食の質は世帯の収入などの SES により決定されやすい 10) ことが関連
していると推察された。 
第Ⅳ章で報告した“食の質”を構成する多様性スコアは、女性の方が評価は
すぐれ、食品群摂取に多様性を示す傾向が観察された。米国の国民健康栄養調
査 11)においても、女性や年齢階層が高い世代ほど、食の評価も高まる傾向が報
告されている。わが国の国民健康・栄養調査 12) においても、平成 24 年度の 40
歳代から 60 歳代の中年期の野菜類全体の平均摂取量に占める緑黄色野菜、すな
わち栄養価が高く、質の良い野菜の種類を摂取している割合を比較すると、女
性の方が割合が高い傾向が認められた：40 歳代の緑黄色野菜の摂取割合（男性：
28.9%、女性:32.0%）、50 歳代（男性：29.8%、女性:30.7%）、60 歳代（男性：30.2%、
女性:33.7%）。中年期の女性が男性と比較し、食の質への関心が高い傾向にある
理由の１つとして、中年期は成長期の子供の栄養管理を母親が担う傾向が、わ
が国では強いことと関連していると推察された。 
本研究の女性の主観的健康感と 5年後生存日数を観測変数とした“健康指標”
は、等価所得から “食の質”を経由する間接効果は男性と比較し大きかった。
すなわち女性の“食の質”は、SES と健康指標の関連を仲介する傾向が大きい可
能性が示唆され、第Ⅲ章の生態学的先行研究の結果モデルを支持した。生態学
的先行研究は、3 ヶ月にわたる世帯の家計簿形式の自記式調査の「全国消費実態
調査」を使用しており、主婦層の調査協力者が多かった可能性がある。すなわ
ち、生態学的先行研究において示された“食の質”が仲介する結果モデルは、
女性の“食の質”と SES および健康指標との関連構造を示していたことが示唆
され、今後は年齢階層差も含め性差の妥当性を高めていくことが、課題である。 
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Ⅴ-5. 結論および結果モデルの提示 
本研究は、中年期の 5 年後生存に関連する食の質・SES・健康指標との関連構
造を、男女別に明らかにすることを目的とし、共分散構造分析を用いて分析を
実施した。研究結果モデルを図Ⅴ-6, 表Ⅴ-7 に示した。男女共に健康指標は、5
年前の等価所得の SES に直接決定される傾向が認められたが、女性は食の質を
経由する間接効果も男性と比較し大きく、関連構造の性差が明確にされた。 
 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
 
図Ⅴ-6 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造結果モデル（男性） 
 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値を示す。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
 
図Ⅴ-7 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造結果モデル（女性） 
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第Ⅵ章 中年期の食の質・社会経済的要因・情緒的健康・ 
主観的健康感との関連構造 －生存者の追跡研究－ 
 
Ⅵ-1. 緒 言 
 働き盛りの中年期（40～64 歳）は、様々な悩みやストレスが増加する年齢期
である。平成 25 年国民生活基礎調査 1) によると、男女ともに 45～54 歳は全年
齢階層で最も「悩みやストレスがある」と返答した者の割合が高かった（男性
51％、女性 60％）。ストレスに対処する方法として、仕事以外の趣味をもつな
どの楽しみや生きがい、家族や周囲の人々からの支援による情緒面の寄与度は
きわめて大きいと推察される。わが国特有の生きがいは、主観的幸福感よりも
未来や社会的な方向に広がりを持った概念 2)とされている。生きがいのある中高
年者（40～79 歳）は、心血管疾患や脳卒中による死亡リスクが低い傾向が報告
されており 3),4)、食生活との関連も大きいと推察される。 
高齢者の食生活習慣は、SES を基盤とした 3 年前の健康三要因が、楽しみや生
きがい要因を経由して決定される可能性を、星 5) が報告している。すなわち食
の質は、SES に関連する生きがいにみる肯定的な情緒面の健康（emotional 
well-being、以下「情緒的健康」）による間接的関連が大きい可能性を示唆し
ている。情緒的健康を生活満足度と区別して評価する研究もあり 6)、精神的健康
との関連 7) や高齢者の脳卒中予防など生存維持との関連も報告されている 8)～11）。
Ostir ら 8)は、6 年間の前向きコホート調査の結果から、高齢者の肯定的態度と
脳卒中の予防に関連があったと報告し、Seale ら 9)は、脳卒中後の高齢者の肯定
的な情緒と回復度の高さとの関連を報告している。さらに米国の高齢者約 5 万
人を対象とした国民パネル調査においても、SES を調整しても人生に意味を感じ
ている人ほど脳卒中の発生が少なかったという 11)。情緒的健康は、WHO の健康
の社会的決定要因の概念図 12) における、社会的結束および心理社会的要因に該
当すると考えられた（図Ⅵ-1）。また、第Ⅰ章で提示した「食の質を決定する
背景要因の仮説モデル」（図Ⅰ-7）のうち、「精神・情緒」および社会的つなが
りを示す「社会地域ネットワーク」に該当すると推察された。 
 
和洋女子大学大学院総合生活研究科 
 
92 
 
Commission on Social Determinants of Health, FINAL REPORT 12)より著者改編 
 
図Ⅵ-1  WHO 健康の社会的決定要因 概念図 
 
 
中年期の食の質も、SES を基盤とした情緒的健康の間接的関連が大きい可能性
がある。しかしながら、中年期の食の質の構造的な因果関係を検討した研究は、
国内外ともに報告されていない。そこで本章の研究を、第Ⅴ章までの研究仮説
モデルに情緒的健康の潜在変数を追加した発展的研究と位置づけ、中年期の食
の質・SES・生きがいなどの情緒的健康・主観的健康感との関連構造を、縦断調
査データを使用し、男女別・年齢階層別に明らかにすることを目的とした。本
章の関連構造を示す仮説モデルを（図Ⅵ-2）に示した。 
関連構造が明らかになることにより、中年期の食の質向上を目的とした支援
環境整備において、対象者の特性に応じた支援を提供することができる。また、
食の質を決定する背景要因への支援の必要性を、定量的に示すことにより、食
以外の多職種と連携する際の科学的根拠となることが期待され、結果として高
齢期の健康寿命延伸への支援と連動させられる可能性がある。 
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図Ⅵ-2 食の質・社会経済的要因(SES)・情緒的健康・ 
主観的健康感の関連構造仮説モデル 
 
 
Ⅵ-2. 研究方法 
Ⅵ-2.1. 調査対象 
第Ⅳ章および第Ⅴ章と同様に、東京都 A 区の中年期（40～64 歳）地域住民の
縦断調査データを使用した。本章では、5 年後の調査に回答が得られた 3,011 名
(回収率 30.1%)のうち、ベースライン時の調査において年間収入金額（12 選択
肢）に記入があった対象者から「答えたくない」とした者を除外した、5 年後生
存者 2,507 人(男性：N=1,112, 44.4%,女性：N=1,395, 55.6%)を解析対象とした。 
 
Ⅵ-2-2. 調査項目 
 SES を評価する「等価所得」と、食の質の「主要食品群の多様性スコア」（以
下「多様性スコア」）および「食行動スコア」の 3 指標は、第Ⅳ章およびⅤ章
において作成した変数を用いて分析を実施した。ベースライン時と 5 年後の主
観的健康感は、「あなたは現在の健康状態をどのように感じていますか」とし、
健康である（4 点）・まぁまぁ健康である（3 点）・あまり健康でない（2 点）・
健康でない（1 点）を配点した。 
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 ベースライン時の情緒的健康として、「あなたの楽しみ・生きがいは何です
か」という質問に対し、9 項目から複数選択をしてもらった。「特にない」を0点
とし、１項目１点を配点し、合計得点を「楽しみ・生きがいの多さ」の変数と
した。社会的つながりに関連する情緒的健康として、「身の回りに一緒にいて
ほっとする人がいますか」と質問し、「数多くいる」（4 点）・「まあまあいる」
（3 点）・「ほとんどいない」（2 点）・「いない」（1 点）を配点した。さら
に両スコアの妥当性を検討するため、死亡者を含む 3,789 名の累積生存率を用
いて比較したところ、両スコアともにスコアの高い群ほど累積生存率も有意に
維持した（図Ⅵ-3,Ⅵ-4）。 
 
 
                          Log Rank 検定による全体の比較 p<0.01 
図Ⅵ-3 楽しみ生きがいの数の 3 分位の生存曲線 (n=3,789) 
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                      Log Rank 検定による全体の比較 p<0.01   
図Ⅵ-4 親しい人の数の 4 分位の生存曲線 (n=3,789) 
 
Ⅵ-2-3. 調査項目に対する探索的因子分析 
 中年期の食の質と主観的健康感を決定する要因の構造分析に用いる潜在変数
を作成するため、2003 年および 2008 年の主観的健康感、2003 年の多様性スコ
ア、食行動、楽しみ生きがいの多さ、親しい人の多さ、等価所得の 7 項目を用
いて、因子分析を実施した（表Ⅵ‐1）。抽出された因子の変数としての内的整
合性は、Cronbachα信頼係数により判定した。 
第一因子の主観的健康感 2003 年と 2008 年は“5 年間の主観的健康感”（“”
は潜在変数を示す）、第二因子の多様性スコアと食行動スコアは“03 食の質”
（03 は 2003 年を指す）、第三因子の楽しみ生きがいの多さ、親しい人の多さは
“03 情緒的健康”とした。第四因子の 03 等価所得は、関連構造の基盤となる観
測変数とした。 
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因子間の相関関係は、第二因子の“03食の質”と第三因子の“03情緒的健康”
とは r=0.518 で関連が強く、第一因子の“5 年間の主観的健康感”と第三因子の
“03 情緒的健康”とは r=0.345 で中程度の関連が認められた(表Ⅵ-2)。 
 
表Ⅵ-1 共分散構造分析のための探索的因子分析結果 (n=2,507) 
 
 03：2003 年、08：2008 年を示す 
 
表Ⅵ-2 因子相関行列 (n=2,507) 
 
 
Ⅵ-2-4. 分析方法 
中年期の等価収入を基盤とした食の質、情緒的健康、主観的健康感の 5 年間
の追跡調査における関連構造は、適合度検定を共分散構造分析により実施した。
分析ソフトは、SPSS 21.0, AMOS21.0 for Windows を使用し、統計学的有意水準
は 5%未満とした。モデルの適合度指標は、CFI, NFI は>0.9, RMSEA<0.05, CMIN
の確率は大きく、AIC は小さい数値を基準とした。 
 
Ⅵ-3. 結 果 
Ⅵ-3-1. 各項目の性別・年齢階層別の比較 
本研究に用いた調査項目の性別・年齢階層別の特性を把握した(表Ⅵ-3)。  
SESを反映する等価所得が300万円未満の人の割合は、男性の40歳代(43.2%)、
因子1 因子2 因子3 因子4
03主観的健康感 0.746 0.014 -0.014 0.060
08主観的健康感 0.739 -0.021 0.009 0.050
03主要食品群の多様性 -0.016 0.754 -0.039 0.279
03食行動 0.016 0.531 0.082 -0.268
03楽しみ生きがいの多さ -0.036 -0.010 0.750 0.160
03親しい人の多さ 0.034 0.005 0.501 0.068
03等価所得 0.083 0.046 0.144 0.198
因子累積寄与率 20.8% 32.9% 38.4% 40.7%
信頼係数α 0.999 0.390 0.484 -
因子負荷量
因子1 因子2 因子3 因子4
因子1 1 0.190 0.345 -0.115
因子2 1 0.518 -0.358
因子3 1 -0.417
因子4 1
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および50歳代(46.2%)と比較して、定年退職を迎える60歳代(70.9%)は有意に増加
する傾向であった。一方の女性も、40歳代(54.4%)および50歳代(61.7%)と比較し
て、60歳代(76.9%)は有意に増加する傾向であった。 
食の質については、主要食品群を多様に摂取する頻度は、男女ともに年齢階層
が上昇するほど有意に低まる傾向であった。食行動については、男性は年齢階層
が上昇するほど望ましい食行動も有意に多くなる傾向であったが、女性は年齢階
層にともなう変化は認められなかった。 
 情緒的健康を構成する楽しみ生きがいの数においては、2つまたは3つを選択し
た者の割合は、全年齢階層ともに全体の約8割を占めており、有意な性･年齢階層
差は認められなかった。また、楽しみ生きがい数を4つまたは5つ選択した者の割
合は、男性は年齢階層が上昇するほど多くなる傾向であったが、女性は減少する
傾向が認められた。周囲に一緒にいてほっとする親しい人がどのくらいいるかと
いう情緒的健康は、性･年齢階層間に有意な差は認められなかったが、女性の方
が「数人いる」または「たくさんいる」と答えた割合が高かった。また、男女と
もに年齢階層が上昇するほどに、親しい人はいないと答えた人が増加し、 たく
さんいると答えた人は減少する傾向であった。 
 5年間の主観的健康感の2003年主観的健康感は、男性の「健康である」「まあま
あ健康である」と回答した者の割合は、40歳代（86.5%）、50歳代(87.2%)、60
歳代(90.4%)と年齢階層が上昇するほど増加する傾向が、有意ではなかったが認
められた。一方の女性の主観的健康感は、40歳代（88.5%）、50歳代(88.2%)、60
歳代(84.9%)と年齢階層が上昇するほど、有意ではないが割合が減少する傾向で
あった。この傾向は、5年後の2008年度においても同様であった。 
さらに2003年と2008年の主観的健康感の関連は、統計学上正の有意な関連が認
められ（男性：r=0.456、女性：r=0.520)、主観的健康感は、5年後でもほぼ安定
した傾向を示した。 
 
Ⅵ-3-2. 中年期の主観的健康感を決定する関連 
Ⅵ-3-2-1. 食の質・社会経済的要因・主観的健康感との関連構造 
 最初に“03 情緒的健康”を除いたモデルを設定し、“03 食の質”が 03 等価
所得と“5 年間の主観的健康感”の中間決定要因となり得るか、研究仮説モデル
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に沿って共分散構造分析を用いて検討した（図Ⅵ-5, Ⅵ-6, 表Ⅵ-4）。 
 男性モデルは、03 等価所得から“5 年間の主観的健康感”への直接効果を示
す標準化推定値は 0.133 であった。03 等価所得から“03 食の質”を経由し“5
年間の主観的健康感”を間接的に決定する効果の標準化推定値は、0.019 ときわ
めて小さかった。 
一方、女性モデルの 03 等価所得は、“5 年間の主観的健康感”への直接効果
は小さく（0.054）統計学的に有意な関連ではなかった。03 等価所得から“03
食の質”への直接効果（0.197）および“03 食の質”から“5 年間の主観的健康
感”への直接効果（0.267）が認められ、間接効果（0.052）は男性と比べて大
きかった。 
なお、本モデルの適合度指数は、CFI=0.993, NFI=0.988, RMSEA=0.022 であり、
高い適合度が得られたが、“5 年間の主観的健康感”の決定係数は男女ともに小
さかった。 
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図Ⅵ-5 5 年間の主観的健康感を決定する食の質・等価所得の関連構造（男性） 
 
 
 
図Ⅵ-6 5 年間の主観的健康感を決定する食の質・等価所得の関連構造（女性） 
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表Ⅵ-4 5 年間の主観的健康感を決定する食の質・等価所得の標準化効果 
                                                     (n=2,507) 
 
 
Ⅵ-3-2-2. 食の質・社会経済的要因・情緒的健康・主観的健康感の関連構造 
次に、“03 情緒的健康”を含めた仮説モデルを、星 5) の高齢者の食生活習慣
と楽しみや生きがいに関連するモデルを参考に設定した。“03 食の質”と“03
情緒的健康”のどちらの要因が、03 等価所得と“5 年間の主観的健康感”の中
間決定要因としての効果が大きいのか検討するとともに、03 等価所得を基盤と
した“5 年間の主観的健康感”への総合的な関連構造を分析した。 
男女別の 2 群で同時分析を実施した結果（図Ⅵ-7, Ⅵ-8, 表Ⅵ-5）、男性モデ
ルの 03 等価所得は、“03 食の質”への直接効果を示す標準化推定値は小さく有
意ではない一方で、“03 情緒的健康”への直接効果は 0.224 を示した。“03 情
緒的健康”から“03 食の質”への直接効果は 0.533 と大きく、“03 食の質”は
03 等価所得から直接決定されるよりも、“03 情緒的健康”を経由する間接効果
（0.119）の方が有意に大きい傾向が認められた。“5 年間の主観的健康感”へ
の効果を示す標準化推定値が最も大きかったのは、“03 情緒的健康”からの直
接効果（0.378）であった。以上の結果から、男性の 03 等価所得と“5 年間の主
観的健康感”の中間決定要因として、“03 情緒的健康”の方が“03 食の質”と
比べて効果が大きい傾向が明らかになった。 
女性モデルの 03 等価所得は、“03 食の質”への直接効果を示す標準化推定値
は男性モデルよりも大きく（0.085）、“03情緒的健康”を経由する“03食の質”
への間接効果（0.086）と同程度であった。“03 情緒的健康”から“03 食の質”
への直接効果は 0.461 であった。“5 年間の主観的健康感”への効果を示す標準
化推定値が最も大きかったのは、“03 情緒的健康”（0.205）であったが、 
男性 女性
03等価所得→03食の質 0.103 0.197
03等価所得→5年間の主観的健康感 0.133 0.054
03食の質→5年間の主観的健康感 0.183 0.267
間接効果
03等価所得→03食の質→5年間の主観的健康感 0.019 0.052
総合効果
03等価所得→03食の質→5年間の主観的健康感 0.151 0.106
標準化効果
直接効果
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“03 食の質”からの直接効果（0.155）も男性と比較し大きかった。以上の結果
から、女性の 03 等価所得と“5 年間の主観的健康感”の中間決定要因として、
“03情緒的健康”とともに“03食の質”の仲介的な効果が男性と比較し大きい
傾向が明らかになった。 
総合的にみると、男性の方が SES の 03 等価所得を基盤とする“5 年間の主観
的健康感”への効果は大きい傾向が認められた(男性 0.150, 女性 0.107)。男女
同時分析モデルの適合度指数は、CFI=0.994, NFI=0.984, RMSEA=0.015 であり、
高い適合度が得られた。“5 年間の主観的健康感”の決定係数は、男性モデルは
16％、女性モデルは 10％であり、“03 情緒的健康”をモデルに加えて説明力が
高まった。 
さらに、性年齢階層別に分けた 6群で同時分析を実施した（図Ⅵ-9～Ⅵ-14, 表
Ⅵ-5）。03 等価所得と“03 食の質”の関連は、男性は全年齢階層において直接
効果（－0.039～0.034）と比較して“03 情緒的健康”を経由する間接効果（0.024
～0.228）の方が大きかった。女性の 50 歳代（0.151）は直接効果、40 歳代（0.070）
および 60 歳代は間接効果（0.158）が大きくなる傾向であった。なお、40 歳代
女性は、直接効果（0.096）も同程度に認められたが有意ではなかった。また、
“03 情緒的健康”から“03 食の質”への直接効果は、男女ともに年齢階層が上
昇するほど大きくなる傾向が認められ、60 歳代男性の標準化推定値は 0.802 で
あった。SES の 03 等価所得から“5 年間の主観的健康感”への総合効果は、男
性は 40 歳代（0.237）、女性は 60 歳代（0.222）が大きい傾向であった。性別・
年齢階層別の同時分析モデルの適合度指数は、CFI=1.000, NFI=0.971, 
RMSEA=0.000 であり、高い適合度が得られ、“5 年間の主観的健康感”の決定係
数は、男性モデルは 14～21％、女性モデルは 7～18％であった。 
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図Ⅵ-7 食の質・等価所得・情緒的健康・5 年間の主観的健康感との共分散構造分析（男性） 
 
 
図Ⅵ-8 食の質・等価所得・情緒的健康・5 年間の主観的健康感との共分散構造分析（女性） 
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Ⅵ-4. 考 察 
Ⅵ-4-1. 中年期の主観的健康感を決定する関連構造 
本研究の新規性は、中年期の主観的健康感に 5 年間の時間経過を反映させ、
食の質・等価所得・生きがいおよび社会的つながりを示す情緒的健康との関連
構造について、性年齢階層差を明確にした点である。“5 年間の主観的健康感”
は 03 等価所得に直接決定されるのではなく、男女共に 03 等価所得を基盤とし
た“03 情緒的健康”を経由する間接効果が強く、女性はさらに 03 等価所得から
“03 食の質”を経由する間接効果も認められた。以上の結果から、中年期の“03
情緒的健康”を加えない男性モデル（図Ⅵ‐1）に示された、03 等価所得と“5
年間の主観的健康感”の直接効果の大きさは、“03 情緒的健康”を経由する疑
似的な関連であった可能性があり、関連要因を構造的に分析できる共分散構造
分析の意義が明確にされた。一方の女性モデルにおいても“5 年間の主観的健康
感”へは、“03食の質”のみならず“03情緒的健康”の双方から効果が示され、
共分散構造分析の意義が明確にされた。 
わが国特有の生きがいは、主観的幸福感よりも未来や社会的な方向に広がり
を持った概念 2)とされており、本研究では情緒的健康として潜在変数を作成した。
情緒的健康は精神的健康とは独立して、健康と関連のある要因の 1 つと捕らえ
られている 5), 6)。本研究結果から、今後の中年期の主観的健康感の向上につな
がる支援環境整備の優先的対象として、情緒的健康を考慮する必要性が示唆さ
れた。 
 
Ⅵ-4-2. 中年期の食の質と情緒的健康の関連 
本研究のもう１つの新規性は、“03 食の質”を、5 年後生存と有意な関連を
示した多様性のある食事内容、および食行動による総合的な評価として分析を
実施したところである。先行研究の SES に関連する食の質は、果物・野菜、低
脂肪食品などの疾患リスク予防に寄与する質の良い食品摂取による評価が多く
13)、食行動を含む総合的な評価と SES の関連は、必ずしも明確にされていなか
った。さらに中年期の食の質と肯定的な情緒的健康との関連は研究数が少なく、
特に中年期の生きがいに着目し、食の質との関連構造を縦断調査により性年齢
階層別に明確にしたのは、国内外ともに本研究が初めてであろう。 
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本研究の中年期の“03 食の質”は、肯定的な“03 情緒的健康”に大きく決定
される傾向が分析モデルから明らかにされ、星 5)の高齢者を対象とした「生きが
い」と食生活の関連は、中年期においても同様である可能性を支持した。また、
Hingle ら 14)の報告における更年期女性の最も楽天的な人は最も楽天的でない人
と比較し、1 年後の食の質は約 3 倍向上したという食の質と肯定的な情緒的健康
との正の関連は、本研究結果と類似した結果を示した。 
性年齢階層差に着目してみると、本研究の男性の“03 情緒的健康” は、“03
食の質”や“5 年間の主観的健康感”への直接効果を示す標準化推定値が、女性
のそれと比べて大きかった。特に 60 歳代男性の“03 情緒的健康”から“03 食
の質”への直接効果は、同年代の女性と比べて約 1.4 倍の大きさであった。
Conklin ら 15)も、英国の中高年男性の独り暮らしや友人との交流の少ない人ほ
ど、野菜・果物を多様に摂取できず食の質に劣る傾向が、女性と比べて顕著で
あったと報告している。本研究の 60 歳代男性の単身世帯の割合は、他の年齢階
層と比較し有意な高さではなかったため、世帯状況の影響を考慮しても、食の
質と情緒的健康の関連は、年齢階層が上昇するほどに個人差も顕著になる可能
性が示唆された。男性の食の質は、婚姻状況や友人との交流などの社会的要因
による影響が大きい傾向であることから、中年期の男性の食の質向上への支援
環境整備は、背景要因の SES を基盤とした情緒的健康への支援と連動し実施す
ることが、必要かつ有用であると推察された。 
 
Ⅵ-4-3. 中年期の主観的健康感向上にむけた食の質向上への支援 
本研究結果から、今後の中年期の食の質向上を目的とした支援環境整備とし
て、食事内容や食行動のみならず、対象者の SES を基盤とした生きがいや社会
的つながりなどの肯定的な情緒的健康への支援と連動させていく必要性が示唆
された。特に、年齢階層の高い中年期の男性における必要性が明確にされた。
本研究の男性の家族構成（表Ⅵ-3）によると、先行研究 15) で食の質との関連が
報告されている単身世帯の割合が最も高かったのは 40 歳代であった。一方で、
男性の加齢に伴う就労形態の変化は顕著に認められ、60 歳代男性のパートタイ
ム労働の割合は、40 歳代男性の約 1.5 倍、無職は約 4 倍に増加する傾向であっ
た。すなわち、中年期の男性の、年齢階層の上昇にともなう“03 情緒的健康”
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から“03 食の質”への直接効果の大きさは、就労形態の変化による収入の低下
などによる SES の影響が大きいのではないかと推察された。将来的には女性の
労働人数もより一層増加し、女性も SES との関連が現状と比べて強くなる可能
性がある。今後は男女ともに食育活動は、就労に関連する SES を基盤とした情
緒的健康への支援と連動させていく必要性が、一層高まるであろう。 
一方の女性の家族構成は、単身世帯の割合は年齢階層の上昇に伴い増加し、
60 歳代女性の割合は 40 歳代女性の 2 倍以上であった。背景要因として、第Ⅰ章
で示した通り調査地区の A 区は、中年期男性の死亡割合が全国平均と比較し高
い傾向にあり、中年期女性の単身世帯率の高さに関連している可能性が示唆さ
れた。また、女性の就労形態の変化は、男性に比べて変化が小さい傾向であり、
特にパートタイム労働の割合は全年齢階層ともに 3 割を維持していた。すなわ
ち、中年期の女性の年齢階層の上昇に伴う“03 情緒的健康”から“03 食の質”
への直接効果の大きさは、家族構成の変化による収入の低さなどの SES が基盤
となっている可能性があり、本研究の女性の食の質向上への支援は、収入への
支援と連動させる必要性が高いことが示唆された。 
しかしながら、所得に代表される SES を高めれば、全ての階層の情緒的健康
も高まるとは必ずしも言えないようである。Kahneman6) らは、高所得層の生活
満足度は、所得と正の関連を上限無く示したが、情緒的健康においては、ある
一定の所得（＄75,000）を超えると変化は認められなかったと報告している。
一方で、低所得層においては離婚や疾病などが増え、生活満足度とともに情緒
的健康をも悪化させる傾向が認められたという。豊川ら 16)は、低所得層におけ
る医療受診を経済的な理由から控える傾向を報告している。Hiyoshi ら 17) は国
民生活基礎調査の 2 次解析結果から、SES とストレスによる精神的要因との関連
を報告している。SES の階層により、精神・情緒的健康に及ぼすインパクトの大
きさが異なると推察された。実効性のある支援策を講じるためには、SES の階層
に応じたきめ細かい対応が求められるため、さらに科学的根拠を蓄積していく
必要性がある。 
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Ⅵ-4-4. 研究課題 
第一に、本研究の主観的健康感を決定する食の質・等価収入・情緒的健康と
の関連構造モデルの決定係数は、男性 16％、女性 10%であり、高い説明力とは
いえなかった。今後は、情緒的健康の肯定的な側面のみならず、SES に関連する
ストレスなどの否定的側面の指標も加え、さらに食の質との関連構造を明確に
していくことが必要である。既存研究が扱っている SES を基盤とした食と精神
的および情緒的健康の関連は、うつ症状 18),19) や否定的情緒 20),21) などのリスク
因子を分析に用いた報告が多かった。Miyaki ら 18) は、中年労働者の所得や教育
歴とうつ症状に葉酸摂取が関連している可能性を示している。Hayman ら 21) は、
低所得層の女性は、肥満のリスク要因でもある情動的およびストレスによる過
剰摂食よりも、むしろ食事への無関心さの方が日常化していると報告している。 
第二に、本研究の対象者への年間収入金額の質問は、金額を直接問うのでは
なく、12 項目の金額範囲を設定し選択してもらう工夫をした。しかしながら、
女性に所得の情報開示に抵抗を感じる傾向が認められ、SES を基盤とする構造的
関連の解明を目的とした本研究においては、他項目の貴重な情報を得ながらも
除外して解析した。今後は SES への配慮が、地域全体の健康水準の向上に有用
であることへの認識を広めることにより、国内の研究を促進させることも重要
な課題である。 
 
Ⅵ-5. 結 論 
中年期の 5 年間の追跡調査から、男女ともに 5 年前の等価所得が情緒的健康
を経由して、食の質および主観的健康感を間接的に決定する傾向が有意に認め
られた（図Ⅵ-15, Ⅵ-16）。情緒的健康から食の質への直接効果は、男性の方
が女性と比べて大きく、男女ともに年齢階層の上昇するほど直接効果も大きく
なる傾向であった。さらに女性の等価所得は、食の質を直接決定する傾向が男
性と比べて大きく、女性の食の質は等価所得と主観的健康感を仲介する関連を
示した。今後の中年期の食の質向上の支援環境整備として、性年齢階層別の特
性を考慮し、等価所得を基盤とした情緒的健康を優先的な支援対象として、食
育と連動させていくことが、実効性を高めることにつながる可能性が示唆され
た。 
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数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅵ-15 食の質・社会経済的要因(SES)・情緒的健康・ 
主観的健康感の関連構造結果モデル（男性） 
 
 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅵ-16 食の質・社会経済的要因(SES)・情緒的健康・ 
主観的健康感の関連構造結果モデル（女性） 
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第Ⅶ章 研究総括 
 
Ⅶ-1. 本論文の構成 
本論文は、全 7 章で構成した。各章で分析に用いた対象者、分析項目、分析方
法を表Ⅶ-1 にまとめた。本論文で使用した主要調査データは、2 種類であった。 
第Ⅱ章および第Ⅲ章の 47 都道府県を対象とした生態学研究おいては、食の質
の決定要因を抽出し、関連構造を明確にした。 
第Ⅳ章および第Ⅴ章は、東京都 A 区の中年期（40～64 歳）地域住民の 5 年後
生存追跡調査データを使用し、生態学研究の結果の実証的研究と位置づけた。さ
らに第Ⅵ章は、発展的研究として新たな指標を追加し、研究仮説モデルを発展さ
せる関連構造を検討した。 
 
Ⅶ-2. 研究目的および意義 
本研究は、食の質と決定要因との関連構造を性・年齢階層別に明確にし、食
の質向上を目的とした支援環境整備において、優先すべき支援対象の特性を明
らかにすることを目的とした。食の質が地域や個人の SES により決定される可
能性があることは、国際的には科学的エビデンスが蓄積されてきているが、国
内の食の質と SES の研究報告は希少である。また、既存研究は横断調査による
直接的な関連を分析したものが多く、追跡調査に基づく関連構造は必ずしも明
確にされていない。食の質と決定要因との関連構造を、対象者の変化を追跡す
る縦断調査を用いて明らかにすることは、今後の食生活の支援環境づくりを検
討する際の科学的根拠の提示になり得るため、研究意義は大きいと考えた。 
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Ⅶ-3. 各章のまとめと考察 
Ⅶ-3-1.  第Ⅰ章 研究の背景・意義・目的、仮説モデル 
第Ⅰ章の序論は、研究の背景として、わが国の健康寿命が主要国の中で最上位
である一方で、国内の健康寿命の都道府県較差が存在することを示した。健康寿
命の較差の一因として、近年の経済不況から生じた所得較差など、SES の関連が
背景にある可能性が、先行研究からも示唆されている。食は、健康寿命延伸への
寄与度も大きく、食と健康指標の直接的関連はこれまで多く報告されてきた。し
かしながら、SES など食の質を決定する背景要因との関連構造は、十分に明確に
されていない。そこで本論文では、SES を基盤として、健康指標への直接効果と
食の質が仲介する間接効果を、定量的に比較する研究仮説モデルを提示した。 
 
図Ⅶ-1. 食の質・社会経済的要因（SES）・健康指標との関連構造仮説モデル 
 
Ⅶ-3-2. 生態学研究 
Ⅶ-3-2-1.  第Ⅱ章 47 都道府県の食品の消費パターンと食生活支援環境の関連 
第Ⅱ章では、第Ⅲ章の関連構造の分析に用いる指標を抽出することを目的に、
全国を概観する生態学研究を実施した。2009 年度「全国消費実態調査」の 47 都
道府県における 2 人以上世帯（50,836 世帯）の月間食品消費金額データを使用
した。最初に、近年のわが国の食の質に関連する特性として食の外部化に着目
し、食の質向上への支援環境整備の優先的支援対象を明確にするべく、中食や
外食の栄養摂取状況および社会人口経済環境との関連を明らかにすることを目
的とした。4 種の食の外部化指標を作成し、糖質量の多い傾向の主食を含む調理
食品の中食(1)の消費パターンと、脂質エネルギー比率および離婚率が高い地域
性に、統計学的にみて有意な関連が認められた。 
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次に、地域の食品の消費をパターンと、離婚率を含む SES の指標との関連を、
複数の指標から構成される潜在変数を作成し検討した。“同居世帯”は、生鮮食
品の多い“多彩な消費パターン”と正の有意な関連を示した一方で、所得の低さ
と関連する“低 SES 世帯”および“第一次産業型世帯”は、負の有意な関連を示
し、食の質に劣る消費傾向が推察された。本章の結果から、食の質の向上を目的
とした支援環境整備は、“低 SES 世帯”など地域の SES への支援を優先的対象と
する必要性が示唆された。 
 
Ⅶ-3-2-2. 第Ⅲ章 47 都道府県の食の質・社会経済的要因・健康指標との関連構造 
第Ⅱ章の結果を参考に、潜在変数“低 SES 世帯”（離婚率、母子世帯率、完全
失業率、生活保護世帯数）を基盤として、“健康寿命の短縮”（日常生活影響者率、
有訴者率）への直接効果と、“食の質の高さ”（乾物・海草、生鮮魚介、生鮮野菜）
および“食の質の低さ”（炭酸飲料、油脂）を経由する間接効果の、どちらの効
果が大きいかを、共分散構造分析により検討した。 
“低 SES 世帯”は、“食の質の高さ”と負の関連を示し、“食の質の低さ”とは
正の関連を示し、“健康寿命の短縮”に対して間接効果が大きい関連構造が示さ
れた（図Ⅶ-2）。また、“低 SES 世帯”から“健康寿命の短縮”への効果を仲介す
る“食の質の高さ”および“食の質の低さ”の間接効果を比較すると、“食の質
の高さ”の方が有意で大きかった。すなわち、低 SES を基盤とした生鮮食品など
の質の高い食品が低消費であることは、健康指標への影響が大きい可能性が示唆
された。なお、分析に使用した「全国消費実態調査」は、調査方法が家計簿によ
る報告であることから、本結果は女性の SES と食の質の関連を示している可能性
があり、第Ⅳ章以降の実証的研究において、性差も検討する課題が提示された。 
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* p<0.05, ** p<0.01                  数値は共分散構造分析の標準化推定値を示す。 
矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-2. 生態学研究による関連構造の結果モデル 
 
Ⅶ-3-3. 縦断研究 
Ⅶ-3-3-1. 第Ⅳ章 主要食品群の多様性と中年期の 5 年後生存の関連 
第Ⅳ章からは、東京都 A 区の中年期（40～64 歳）地域住民を対象に実施した
縦断研究の個人データを使用し、生態学研究から得られた食の質の間接効果が大
きい関連構造を、生存日数との関連において実証することを目的とした。 
第Ⅳ章では、第Ⅴ章以降の関連構造の食の質の評価指標として、主要食品群の
多様性スコアを作成し、中年期の 5 年後生存を予測する妥当性を、男女別・年齢
階層別に検討した。生存日数と正の有意な関連を示した 7 食品群（牛乳・乳製品、
緑黄色野菜、淡色野菜、いも類、肉類、果物、海藻類）の摂取頻度得点の合計を
「主要食品群の多様性スコア」と定義した。5 年間の累積生存率は、主要食品を
多様に摂取していた者ほど高く維持され、「主要食品群の多様性スコア」は 5
年後生存の予測妥当性の高い指標である可能性が示唆された。 
 
Ⅶ-3-3-2. 第Ⅴ章 
中年期の 5 年後生存にみる食の質・社会経済的要因・健康指標との関連構造 
ベースライン時（2003 年）のアンケート調査において、年間収入金額に回答
した 3,789 人を対象とした。第Ⅳ章の「主要食品群の多様性スコア」と同様に、
対象者の生存日数と有意な関連を示した「食行動スコア」を作成し、“食の質”
（“ ”は潜在変数を示す）の評価指標とした。“健康指標”（2003 年主観的健康
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感, 5 年間の生存日数）は、男女共に 5 年前の「等価所得」からの直接効果が認
められた（図Ⅶ-3, Ⅶ-4）。女性では“食の質”を経由する間接効果も男性と比
較し大きく、生態学研究の結果を支持した。本章では、食の質を決定する関連構
造に性差があることが明確にされた。さらに食の質向上の支援環境整備の優先的
支援対象として、年齢階層差にも着目する必要性が提示された。 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-3. 縦断研究による関連構造の結果モデル①（男性） 
 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-4. 縦断研究による関連構造の結果モデル①（女性） 
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Ⅶ-3-3-3.  第Ⅵ章 中年期の食の質・社会経済的要因・情緒的健康・ 
5 年間の主観的健康感との関連構造 
第Ⅵ章では、研究仮説モデルに新たな指標を追加し、食の質を決定する関連構
造モデルを発展させ、それらの関連構造を明らかにすることを目的とした。 
ストレスの多い中年期における食の質は、生きがいや社会的つながりに関連す
る情緒面の豊かさの影響が大きいと仮説を立てた。SES を基盤とした情緒面の健
康が、食の質を経由し、5 年間の主観的健康感に関連する仮説モデルを新たに作
成した（図Ⅶ－5）。 
 
 
図Ⅶ-5 食の質・社会経済的要因・情緒的健康・主観的健康感との 
関連構造を示す仮説モデル 
 
対象は 5 年間で 2 回調査ができた生存者 2,507 人とした。5 年前の等価所得が
基盤となり、“情緒的健康”（楽しみ生きがいの多さ、親しい人の多さ）を経由し、
“食の質”と“5 年間の主観的健康感”が決定される関連構造が、性年齢を問わ
ず明確にされた（図Ⅶ-6, Ⅶ-7）。性年齢階層別にみると、60 歳代男性の“情緒
的健康”から“食の質”への直接効果が最も大きく、中年期の男性の食の質向上
は、SES を基盤とした情緒的健康への支援と連動させ支援環境を整備することが、
優先的な支援対象として有用の可能性が示唆された。女性は、情緒的健康要因を
加えた関連においても等価所得から“食の質”への直接効果も大きい傾向を示し、
和洋女子大学大学院総合生活研究科 
 
122 
 
女性の食の質向上の支援環境整備は、収入に直接関連する支援が、優先的な支援
対象として有用である可能性が示唆された。 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-6. 縦断研究による関連構造の結果モデル②（男性） 
 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-7. 縦断研究による関連構造の結果モデル②（女性） 
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Ⅶ-4. 本研究の結論および研究結果モデルの提示 
本論文では、SES を基盤とした食の質および健康指標への関連構造は、直接効
果が大きいのか、または食の質が仲介的役割を果たす間接効果が大きいのか、定
量的に明確にする仮説モデルを作成した。生態学研究および縦断研究の双方にお
いて、潜在変数を構成する指標を抽出する分析を実施した上で、変数間の関連構
造は共分散構造分析を用いて検討した。分析結果から、以下に示す食の質を決定
する関連構造が、統計学的に明らかにされた。 
 
1. 先行研究で示されてきた食の質と健康指標の直接的関連は、SES が背景要因
として成り立つ関連であった可能性が示唆された。今後の食の質向上の支援
環境整備に、SES を含む関連構造を考慮する必要性が明確にされた。 
2. 生態学研究の結果から、食の質は SES と健康指標との関連に間接効果を及ぼ
す関連構造が、統計学的に明確にされた。 
3. 縦断研究の結果から、中年期の男性の食の質向上を目的とした支援環境整備
は、SES を基盤とした情緒的健康が優先的な支援対象として有用の可能性が、
統計学的に明確にされた。特に年齢階層が高いほど、食の質と情緒的健康の
関連が強まる傾向が明らかにされた。 
4. 生態学研究および縦断研究の結果から、中年期の女性の食の質向上は、SES
を基盤とした情緒的健康への支援とともに、収入に直接関連する支援環境整
備が、男性と比べて優先的な支援対象として有用である可能性が、統計学的
に明確にされた。 
 
以上の結果を反映した研究結果モデルとして、第Ⅵ章の男女別モデルを、中年
期の食の質・社会経済的要因・情緒的健康・主観的健康感との関連構造を示す結
果モデルとして提示した（図Ⅶ-8, Ⅶ-9）。 
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数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-8 食の質・社会経済的要因(SES)・情緒的健康・ 
主観的健康感の関連構造結果モデル（男性） 
 
 
 
 
数値は共分散構造分析の標準化推定値。矢印の太さは標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-9 食の質・社会経済的要因(SES)・情緒的健康・ 
主観的健康感の関連構造結果モデル（女性） 
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さらに第Ⅰ章で提示した「食の質を決定する背景要因の仮説モデル」のうち、
本論文で明確にした関連構造を反映した結果モデルを作成した（図Ⅶ-10）。潜在
変数の“情緒的健康”を構成する指標として用いた「楽しみ・生きがいの多さ」
および周囲の一緒にいてほっとできる「親しい人の多さ」に対する評価は、WHO
の健康の社会的決定要因の概念図の「社会的結束」および「心理社会的要因」に
該当すると考えた。本論文の「食の質を決定する背景要因の結果モデル」におい
て、WHO の「社会的結束」および「心理社会的要因」と同種の背景要因として、
「精神・情緒」および「社会地域ネットワーク」が該当すると考察した。 
本研究結果から食の質は、社会経済的要因により直接的に決定されるのではな
く、「精神・情緒」および「社会地域ネットワーク」を経由し、間接的に決定さ
れる可能性が大きい関連構造が明らかにされた。また、年齢階層が上昇するほど
に、食の質は情緒面の健康に関連する要因により決定される傾向が増大する可能
性が示唆された。 
 
 
           矢印の太さは男女平均値による標準化推定値の大小に準じた。 
図Ⅶ-10 食の質を決定する背景要因の結果モデル（2015, 児玉作成） 
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Ⅶ-5. 研究結果からの提案 
本研究により、今後の主観的健康感を高める食の質向上への支援環境整備は、
性年齢階層別の特性を考慮し、SES を基盤とした情緒的健康への支援と連動させ
ることにより、効果が高められる可能性が示唆された。今後の食の質向上の支援
環境整備の優先的な支援対象として、以下の項目を提案する。 
 
Ⅶ-5-1. 中年期の男性への食生活支援環境 
中年期男性は、年齢階層が高まるほど、生きがいや社会的つながりに関連する
情緒面が、食事内容や食行動に影響する傾向が、本研究から示唆された。 その
ため、中年期男性の食の質向上を目的とした支援環境整備は、一定の所得の確保
を支援した上で、社会的な役割も含む生きがいや、周囲の人との良好な関係を保
つことへの支援環境整備を、優先的支援対象とする支援策の構築を提案する。 
 
Ⅶ-5-2. 中年期の女性への食生活支援環境 
 中年期女性は、家計や子育てを担う立場であるため、世帯の所得などの SES
が自身の食の質に与える影響は大きいと推察された。生鮮食品の低価格化や、中
食の質の向上など、流通面の支援環境を整備することも、食の質向上の支援環境
整備の 1 案として提案する。さらに男性と同様に、就業など社会的な広がりを含
む生きがいや、親しい人との良好な関係維持など、情緒的健康を高めることと連
動させ、中年期女性の食の質向上の支援環境を整備することが有用であると提案
できる。 
 
Ⅶ-5-3. SES の階層に応じた支援の構築 
 所得に代表される SES への支援は、必ずしも所得を高めれば全ての階層の健康
状態が改善するとは言えない側面もある。よって、食の質向上を目的とした支援
環境の整備は、SES の階層に応じたきめ細かい対応が求められ、さらに分析対象
と分析地域を増やした調査を実施し、妥当性の高い科学的根拠の蓄積が必要であ
る。 
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Ⅶ-6．今後の研究課題 
Ⅶ-6-1．関連構造の妥当性 
今後の課題として、性年齢階層別に、情緒的健康と連動させた食育活動などの
支援環境整備の効果を検証する介入研究を実施し、本論文で示した関連構造の妥
当性を高めていくことが、科学的根拠の蓄積において必要である。 
また、本論文の実証的研究および発展的研究は、都市部に住む中年期を対象と
した結果である。東京都 A 区は、平均寿命が東京都の平均より低く、所得も低い
傾向であったため、低 SES への支援を検討する研究においては、対象として適し
た地域性であった。しかしながら、良好な地域性が食の質向上に与える影響も大
きいと推察されるため、今後は対象地域を増やした研究を実施し、食の質と SES
の関連構造の妥当性を高めることを研究課題としたい。 
 
Ⅶ-6-2．評価項目の妥当性 
 本研究において分析に用いた評価指標は、中年期の 5 年後生存日数という量的
要素を加味し、生存日数と有意な関連が認められた指標を、生存予測妥当性の高
い指標として作成した。一方で、栄養素・食品摂取量、エネルギー量などの量的
な評価をベースに、食の質の評価法の妥当性を検討することも必要である。 
 また、“情緒的健康”を構成する生きがいや社会的つながりに関連する情緒面
の指標についても、生存予測妥当性は示したものの、本来の意味を反映している
かという内容的妥当性について検討することを研究課題としたい。さらに本研究
で“情緒的健康”と潜在変数名を付与した評価項目は、地域環境における人々の
つながりや信頼感を反映する“ソーシャルキャピタル”の要素も含まれている。
今後の研究においては、“ソーシャルキャピタル”を潜在変数に設定し、評価項
目としての妥当性の検討を実施することも研究課題としたい。 
 
Ⅶ-6-3．食の質の関連要因の探索 
人の社会生活を営む上で発生する無限に近い要因は、複雑な相互関連のもと存
在し、食の質に影響を及ぼしている。本論文で示した関連構造モデルは、その 1
部分を明らかにしたに過ぎない（図Ⅶ-10）。 
今後は、食の質に影響を与える社会生活に必要な居住環境などの社会的要因や、
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歯科などの多領域の健康要因との関連を、分野を超えて探索し続けることが必要
である。さらにソーシャルキャピタルなどの地域文化特性にも着目し、食の質と
の関連構造を明確にしていくこと課題としたい。 
我が国には四季があり、伝統的に収穫を祝う祭り文化など、食が関連する行事
が多く存在している。そのような地域文化特性によって育まれた情緒的な豊かさ
が、食の質を高め、わが国の平均寿命を延伸した決定要因となった可能性が、本
研究結果からも示唆されるものである。グローバル化、多様化に伴う地域文化特
性の変貌も認められる近年においては、食の質向上への支援環境整備と、地域や
個人の協働意識やつながり意識の強化などの、情緒的健康を高める支援とを連動
させた健康支援策の実施が必要と考える。そのためには、多領域と協働研究を実
施するシステムづくりが重要であり、今後の食の質の研究を進める上での、次の
研究課題としたい。 
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健康づくり調査協力のお願い
A区では区民の健康を第一と考え、あらゆる施策に健康の視点を取り入れ、今年度か
ら様々な鍵康づくり事業に溝力的に取り組んでいるところです。
しかし、　A区民の鍵康状況を見ますと、23区の中では平均寿命が短く、また40歳か
ら64歳の死亡割合が国や東京都に比較して高くなっております。
そこで今回、こうした問題の原因を探り、またそれを区民の健康づくり施策に活かすた
めに、大規模な韻盃を行なうことと致しました。これを通じ、区民の皆様の健康寿命を延
ばし、高齢になっても生き生きと暮らせるA，区を作っていきたいと考えております。
調査対象者として、区内にお住いの40歳から64歳の方を無作為に一万人選んだところ、
あなた様が対象になりました。謁査内容としては、今回お送りしたアンケート韻盃にお答
えいたたき、5年後にも同じ主旨のアンケート讃盃にお答えいただく予定とさせていただ
いております。またその間に保健所で人口動態統計などから健康状況の確認をさせていた
だきますが、これについてはご本人の負担は一切ありません。
回答された内容は統計的に処理し、調査票の保管を含めプライバシー保護には細心の注
意を払いますので、個人情報が漏れる心配は一切ありません。
謁査にご協力いただいた方には、今回の詞査全体の結果と共に、あなた様個人の結果も
お返しいたします。あなた様ご自身が生き生きとした高齢期を送るためにも、これからの
健康づくりに役立つ情報として活用していただけるものと思っております。
お忙しいところ誠に恐縮ですが、区の健康づくり施策のため、またご自身の陸康づくり
のために、どうぞご協力いただけますように切にお願いいたします。
私は、諦歪に協力することに同意します。
お 名 前
！
ご住所
：調査に関する問い合わせ
；（A唇保健所〉
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A一区民健康づくり支援基礎調査のお願い
平素より＿A区の鰹康づくりにご理解・ご協力をいただき、深く感
謝申し上げます。
A　区では、全国と同様に高齢化社会を迎えていますが、今後と
もいきいきした高齢社会を迎えたいと考えています。
本調査は、　A区と東京都立大学と共同して調査計画をつくりまし
た。調査のねらいは、荒川区の皆さんが、今後とも鰹康で生活して頂
くための基礎調査と位置づげ、今後の薩康支援活動に生かすことにあ
ります。数年後には、　A区壮年の皆さんが、もいきいきした人生を
過ごして頂けている健康づくりの意義を全国に先駆けて明確にするこ
ともめざしています。
尚、皆様からご返答いただいたアンケートは、守秘義務を遵守し、馨ご理解。たた
き、調査にご協力のほどよろしくお願い申し上げます。
平成15年11月
あなたの住所氏名にご訂正がありましたら、お書きください。
ここにタックシールを贈る
－1－
【倭窒康状態iこ一つ↓ヽて】
聞1　あなたは、ふ定んご自分の健康についてどのように感じていますか。 1つだけ選んで下さい。
1． とて も燵 康 で あ る 3 ． あ ま り燵 康 で は な い
2 ． ま あ ま あ 薩 康 で は な い 4 ．挺 康 で な い
閻2　現在、何が病気にかかっていますか。
1　かかっている
副闘1　どのような病気ですか。
2　かかっていない
間3へ
あてはまるものにすべて〇割をつけて下さい。
?「??高血圧
高脂血症
鮨尿病
がん
脳卒中（脳梗塞・脳出血など）
心臓病（狭心症・心筋梗塞など）
胃腸病
8　肝臓病
9　腰痛・膝の痛み・肩こり
10婦人科の病気（更年期障害など）
11ノイローゼ等の清祥・神経系の病気
12その他
（　　　　　　　　　　　　）
聞3　日頃、何か自覚症状がありますが。
：一二一一一
別間1　どのような自覚症状ですか。
2　ない
閏4へ
あてはまるものにすべて○印をつけて下さい。
1　日が疲れやすい
2　めまいがする
3　体がだるい
4　腰・藤が痛い
5　肩がこる・背中が痛い
6　頭痛がする
7　階段を昇ると息切れがする
8　食欲がない・胃が重い
9　下痢気味・便秘きみ
10寝汗をかく
Ilかぜをひきやすい
12せき・たんがてる
13その他
（
閲4　あ法たは健康のために日頃、心裏離すてやっていることがありますか。次の中から
あてはまるものにすべて〇割をつけて下さい。
1 生活のなかでできるだけ動く　　　　　 9　 薩康に関する知識や情報を増やす
2　 運動やスポーツなどを定期的にする　　　　 ようにする
3　 食事や栄養のバランスに気をつける　 10親 しい仲間や知人と交流をはかる
4　 休養 ・睡眠を十分にとる　　　　　　 11ボランティア活動や地域活動に
5　 過労に注意する　　　　　　　　　　　　 参加する
6　 タバコの量を減らしたり、やめている 12その他
7　 お酒の量を減らしたり、やめている　　　 （　　　　　　　　　　 ）
8　 ス トレスをためないようにする　　　 13時にない
【食事につしヽて】
闘5　あなたはふ建ん、朝食を食べますか。 1つ楚け選んで〇割をつけて下きい。
1 ほとんど毎日食べる 2 週に2－3日食べない 4 ほとんど食べない
3 週に4－5日食べない
ー　2　－
闇6　次の①～⑭の食品を「ここl週間」との程度食べていますか。それぞれについて、
あてはまる番号にlつずつ〇割をつけて下さい。?????? ????? ?
⑪　穀類（ご飯・バン・麺類）
②　魚介類
③　肉類
④　卵
⑤　豆腐“納豆・大豆製品等
⑥　牛乳“乳製品
⑦　海藻類
⑧　小魚類
⑨　緑黄色野菜（にんじん、ピー
マン、かぼちゃなど色の濃い
野菜）
⑲　淡色野菜（キャベツ、白菜、
きゅうりなど色の薄い野菜）
⑪　果物
⑫　いも類
⑱　炒め物・揚げ物
⑭　マヨネーズ・ドレッシングを
使用したおかず
?????????↓↓↓↓↓↓↓↓
↓↓↓↓
?????
?
?????
?????? ?????
?????
??? ?????
?????
??? ????
?????
－＞　1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5
聞7　次にあ障る料理の味付けについて、あ恵たの好みをお知らせ下さい。それぞれに
ついて、あてはまるものに1つずつ〇割をつけて下さい。
（D どちらかというと塩辛いものが好きた ＞ー l ！まい 2 いいえ
㊧ どちらかというと甘いものが好 きだ －＞ 1 iまい 2 いいえ
③ どち らか というと脂 っこいものが好 きだ －＞ 1 ほい 2 いいえ
次にあ障ることについて、それぞれあてはまるものに 1つずつ〇割をつけて下さい。
????????????????食事は決まった時刻にとっている
食事には十分な時間をとっている
多様な食品をとっている
食事の量敗適量である
ダイエットをしている
欠食が多い
食欲がないことが多い
好き嫌いがはげしい
一＞
一シ
ー＞
－＞
－シ
ー＞
－シ
ー＞
謂理済食品やインスタントをよく利用している一＞
外食をすることが多い　　　　　　　　　　　一＞
ビタミン剤や健康食晶をよく利用する　　　　一＞
食事をともにする家族や友人がいる　　　　　－＞
食事や栄養について必要な晴報を得ている　　－＞
自分にとって適切な食事内容・量を知っている→
自分で食事の準備をすることができる　　　　－＞
間食をすることが多い　　　　　　　　　　　－＞
????????????????????????????? ??、?ー????、?ー?? ???????? ??? ????????????? ??? ?????? ??????← ー ? ????? ? ??? ??? ??
最近のあなたの身長と体重を具体鴫に記入して下さい。
身 衰＝ （ ）cm 体 重＝ （ ）高
ー　3　－
【お酒iこつレヽて】
聞9　あなたはお酒＿（日本酒、ビール、ウイスキーなど）をどの程度飲みますが。
1つ痔財選んで〇割をつけて下さい。
1　ほぼ毎日
2　週4－5日ぐらい
3　週2－3日ぐらい
4∴ほとんど飲まない
問10へ
l
別間1あなたが1回に飲む量は大体とのくらいですか。1つ剤ナ選んで○印をつけて下きい。
《※ビール大ぴん1本、ウイスキーダブル1杯を日本酒1台とみなして下さい》
1 日本酒に換算して 合程度
副聞2　今後、お酒をやめたり減らしたりしたいと思いますが。lつ耕す選んで下さい。
1 できればやめたい 2 できれば量を減らし 3 やめたり減らしたり
と思っている たいと思っている するつもりはない
【タノミコにつもヽて】
聞10　あなたはタバコを吸っていますか。1つだけ選んで○印をつけて下さい。
l
l　 吸っている　　　　 2　 以前放吸っていたが　　　 3　 吸ったことがない
I
高閲 1 1日何本 ぐらい吸いますか。本教を記入して下さい。 1日およそ （ ）本
潮間2　あなたは今後禁煙したいと思いますな。1つ注げ選んで〇割をつけて下さい○
1 禁煙 しようと思っている 3 本数を減らしたい （節煙）
2 できたら禁煙したい 4 禁煙 ・節煙ともするつもりはない
【運動をこ一つレヽて】
聞11あなたは日頃から、日常生活の中で意識晦に体を動かすなどの運動をしていますか。
1　している　　　　　　　　　　　　2　ほとんどしていない
副闊l　どのような連動をしていますか。
⊥－二」　　‾‾
あてはまるものにすべて〇割をつけて下さい。
1 体操 （ラジオ体操、美容体操、 5 歩 く （ウオーキング、散歩、歩け
ヨガ、ス トレッチな ど） 歩け運動、早足歩きな ど）
2 球技 （テニス、バ レーボール、 6 電車やバスなどの乗 り物やエ レべ
バスケ ット、サ ッカー、野球な ど） 一夕一、エスカレーターなどをな
3 水泳 るべ く使わないようにする
4 走 る （ジョギング、 ランニ ング） 7 その他の運動
闘12　あなたの日頃のつきたいが方についてお園きしまず。
①友人の方と、どの程度おつきあいしていますか？
1．ほとんど毎日　2．週に3－4回くらい　3．月に4－5回くらい　4．月に1回くらい
②近所の方と、どの程度おっきあいしていますか？
1．ほとんど毎日　2．週に3－4回くらい　3．月に4－5回ぐらい　4．月に1回くらい
③身の回航こ、一緒にいてはっとする人がいますか？
1．数多くいる　　2。まあまあいる　　　3．ほとんどいない　　　4・いない
ー　4　－
【備養－　ストレ∴スiこ一つレヽて】
問13　あなたは震いたい何時問ぐらい睡眠をとっていますか。1つだけ選んで〇割をつけて下さい。
16暗闘未満　　　　2　6時間～9時間未満　　　　3　9時間以上
聞14　あなたは毎日の生活でイライラやストレスを感じることがありますが。
l　ある　　　　　　　　　　　　　　　2　ない
F　　　　　　　‾‾［二→聞22へ
聾聞1　どのようなストレスを感じていますか。あてはまるものにすべてに〇割をつけて下さい。
1　人間関係（家族・親戚・職場
近所など）
2　自分や家族の健康上の問題
2　仕事上のこと
4　子供の育児・教育のこと
?﹇
家計など経済的なこと
住居の問題
家族の介護
その他（
副間2　日頃、イライラやストレスはどのように解消していますか。あてはまるもの
に、すべて〇割をつけて下さい。
1 家族や知人、親 しい人に相談する 7　 イライラやスト接の原因を解決する
2 運動や趣味をする 8　 ギャンブルをする
3 酒を飲む 9　 専門機関に相談する
4 タバコを吸う 10その他の解消方法
5 何か食べる （　　　　　　　　　　　　 ）
6 買い物 ・ドライブ ・旅行などをする、ミ11特にない
【燵康診陸斤iこ一つ↓ヽて】
閏15　あなた敵この1－2年以内に軽度診断を受けましたか。
1受けた　　　　　　　　　　　　　2　受けていない
【歯のことiこつしヽて】
聞16∴あなたは、ご自身のは・ロや入れ歯の状態について、どのようにがんじていますか。
最も近いものを一つ熟す選んでください。
1 ほぼ満足 している 3 不自由や苦痛を感じている
2 やや満足だが日常生活にば困らない
間17　あなたは、かかりつけの歯科医師を決めていますか。
1 決めている 2 決めていない
【その他】
聞18　あなたにとって楽しみや生きがいとは何ですが。
印をつけて下さい。
主なものを3つまで選んで○
1 スポーツや体を動かすこと 7　知人や友人とのコミュニケーション
2 趣味 8　地域やその他の団体活動
3 旅行 （町会・高年者クラブ・PTA
4 仕事や勉強 ・ボランティアなど）
5 家族のだんらん 9　その他（　　　　　　　　　 ）
6 子操や孫の成長 10　特にない
ー　5　－
【あなたご自身のことに一つし、て】
聞①　あなたは平成15年11月1日現在でおいくつですか。　満（ ）歳
閲②　性別を教えてく震さい。 1　男　　　　2　女
問③　あなたのお宅の家族構成は次のどれに当たりますか。 1つだけ選んで○印をつけて下さい。
1 単身 （ご本人一人） 4 親と子供夫婦 （二世代世帯）
2 夫婦のみ 5 親と子供夫婦と孫 （三世代世帯）
3 親と未婚の子供 （核家族） 6 その他 （ ）
聞④　あなたはA区に住んでから、何年くらいになりますか。
問⑤　あなたのご職業をお知らせ下さい。
1 会社 ・団体などの経営者や役員 5 内職
2 自営業、事業主 6 専業主婦 （夫）
3 会社員、団体職員などの常勤の勤務者 7 その他
4 臨時、委託、パー トタイマー （ ）
8 無職
闊⑥1日の平均した労働時間は大体とのくらいですか。
普段と忙しい時のそれぞれについて、
普段は、
lつずつ〇割をつけて下さい。
約 （ ）時間 忙しい時は、 約 （ ）時間
問⑦　去年1年間のあなた（方ご夫妻の合計）の収入はどのくらいでしたか？
1．な し 7．500－700万 円未満
2． 100万 円 未満 8．700－ 800万 円未 満
÷3． 100－200万 円未 満 9．800－ 900万 円未 満
4，200－300万 円未 満 10．900－ 1000万 円未 満
5．300－460万 円未 満 11． 1000万 円以 上
6．400－ 500万 円未 満 12．答 えた くない　　　　　　　　　　　　　　　　　　 l
聞⑧．A保健所は、皆さまがこれからも健康で生活していただくための支援活動をつ
づけさせていただく予定です。あなたを健康支援名簿に登録させていただいても
よろしいですか。
1． 登 録 に 同 意 す る 2 ．登 録 に 同 意 しな い
◆　健康づくりや　A区の保踵行政に関することなど　ご意見・ご要望があり愛
したら、どんなことでも結構ですので、下楠に自由にご記入下さい。
ご協力ありがとうございました。お元気にてお過ごしください。
－　6　－
